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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （千円） 25,155,19023,718,16827,500,21622,730,68524,296,939

経常利益

又は経常損失（△）
（千円） 713,551 615,165 588,030△170,521 196,951

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） 560,950 512,836 427,130△716,127 183,328

純資産額 （千円） 7,406,4287,814,8608,060,5977,175,1177,244,514

総資産額 （千円） 18,386,01617,942,91719,359,18817,569,32117,826,955

１株当たり純資産額 （円） 1,260.831,322.741,365.311,215.821,269.31

１株当たり当期純利

益又は当期純損失

（△）

（円） 94.58 87.05 72.30 △121.31 32.03

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） 92.90 85.44 71.49 － －

自己資本比率 （％） 40.3 43.5 41.6 40.8 40.6

自己資本利益率 （％） 7.8 6.7 5.4 △9.4 2.5

株価収益率 （倍） 8.50 7.91 6.22 － 12.55

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 637,302 527,999 964,461 63,222 975,827

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △123,408△122,9711,060,318△236,171 27,543

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 24,574 △443,603△779,557 212,351△1,566,483

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 1,996,6421,971,4933,210,2863,575,8583,012,744

従業員数

［外、平均臨時雇用

者数］

（名）
411

[67]

403

[69]

429

[64]

379

[52]

380

[50]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載しておりません。

３　第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は存在しないため記載してお

りません。

４　第53期の株価収益率につきましては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

５　第51期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （千円） 24,728,16223,397,64327,032,67322,330,40223,873,575

経常利益

又は経常損失（△）
（千円） 617,104 585,579 650,642 △95,200 182,572

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） 311,676 396,493 849,495△687,972 175,027

資本金 （千円） 2,533,4992,533,4992,533,4992,533,4992,533,499

発行済株式総数 （千株） 6,453 6,453 6,453 6,453 6,453

純資産額 （千円） 7,077,5907,339,3508,012,4147,155,0897,216,185

総資産額 （千円） 17,609,79416,867,50518,610,94616,847,88817,104,249

１株当たり純資産額 （円） 1,204.741,242.971,357.141,212.431,264.34

１株当たり配当額

（うち１株当たり

中間配当額）

（円）
13.00

(0.00)

13.00

(0.00)

15.00

(0.00)

6.00

(0.00)

10.00

(0.00)

１株当たり当期純利

益又は当期純損失

（△）

（円） 51.42 67.30 143.79 △116.54 30.58

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） 50.51 66.05 142.19 － －

自己資本比率 （％） 40.2 43.5 43.1 42.5 42.2

自己資本利益率 （％） 4.5 5.5 11.1 △9.1 2.4

株価収益率 （倍） 15.63 10.23 3.13 － 13.14

配当性向 （％） 25.3 19.3 10.4 － 32.7

従業員数

［外、平均臨時雇用

者数］

（名）
357

[45]

349

[47]

376

[41]

327

[30]

329

[27]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載しておりません。

３　第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

４　第53期の株価収益率及び配当性向につきましては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。　

５　第51期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

昭和31年５月 西本レントゲン株式会社（現株式会社エルクコーポレーション）設立。

昭和33年12月 富士写真フイルム株式会社と医療用、工業用Ｘ線フィルム等に関して特約店契約。

昭和36年12月 西本産業株式会社（現株式会社エルクコーポレーション）に商号を変更。

昭和37年６月 関東地区の拠点として東京営業所（現東京支店）開設。

昭和37年12月 美富士レントゲン株式会社（現株式会社メディクエスト）設立（現連結子会社）。

昭和38年３月 本店を大阪市東区高麗橋詰町18番地（現大阪市中央区東高麗橋１番15号）に新築移転。

昭和42年５月 富士写真フイルム株式会社から医療用Ｘ線フィルム等の特約店契約を富士エックスレイ株式会

社（現富士フイルムメディカル株式会社）へ変更。

昭和51年１月 貿易部（現海外営業課）開設、医療機器及び関連用品の輸出入開始。

昭和52年２月 株式会社エルクメディカルサービス（現株式会社ミックス）設立。

昭和54年４月 大阪府摂津市に大阪流通センター（現大阪支店）建設。

昭和58年２月 株式会社ウエダ製作所（現株式会社エルクエスト）の経営権取得（現連結子会社）。

昭和59年７月 技術の蓄積、開発設計のため技術センター設置。

昭和63年１月 有限会社綿巻晒工場（現株式会社イー・アール・イー）の経営権取得（現連結子会社）。

平成元年３月 大阪証券取引所市場第２部特別指定銘柄に株式上場。

平成２年４月 美富士レントゲン株式会社を株式会社美富士メディカルに商号変更。

平成４年８月 大阪市鶴見区に大阪物流センター開設。

平成４年10月 コダック株式会社（現ケアストリームヘルス株式会社）と販売・業務提携契約を締結。

平成５年12月 東京都文京区に東京支店ビル（現湯島ビル）建設。

平成８年１月 大阪証券取引所市場第２部銘柄に指定。

平成11年１月 株式会社ウエダ製作所をウエダアヴァンセ株式会社（現株式会社エルクエスト）に商号変更。

平成11年４月 開発部門をウエダアヴァンセ株式会社に移管。

平成12年３月 株式会社美富士メディカルを株式会社メディクエストに商号変更。

有限会社綿巻晒工場を組織変更・商号変更し、株式会社イー・アール・イーを設立。

大阪府大東市に大阪物流センター移転。

平成12年７月 西本産業株式会社を株式会社エルクコーポレーションに商号変更。

平成13年７月 ウエダアヴァンセ株式会社の販売部門を株式会社エルクコーポレーションへ統合。

平成13年11月 三菱商事株式会社、エム・シー・メディカル株式会社との合弁により、株式会社アプリシアを設

立。

平成14年１月 病院ソリューション事業を会社分割し、株式会社アプリシアに承継。

平成14年３月 株式会社イー・エイチ・エス・エス設立。

平成14年７月 ウエダアヴァンセ株式会社を株式会社エルクエストに商号変更。

平成14年10月 株式会社パナシアプラス設立（現連結子会社）。

平成15年２月 株式会社エルクメディカルサービスと株式会社イー・エイチ・エス・エスを合併統合し、株式会

社エルクメディカルサービスを存続会社とするとともに、株式会社イー・エイチ・エス・エスに

商号変更。

平成16年２月 大阪府摂津市に大阪物流センター移転。

平成17年３月 株式会社イー・エイチ・エス・エスの全株式を株式会社ムトウへ売却。

平成19年４月 コダック株式会社ヘルス事業部（現ケアストリームヘルス株式会社）との業務提携強化に伴い、

同社の本州・四国地域の販売部門を株式会社エルクコーポレーションへ統合。

平成19年12月 株式会社アプリシアの保有全株式を三菱商事株式会社、株式会社アプリシアへ売却。

平成20年５月 本社事務所を大阪市中央区農人橋１丁目１番22号に移転。

平成20年６月　 ユニオン・メデイカル株式会社の経営権取得（現連結子会社）。　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社５社、その他の関係会社１社で構成されており、当社、子会社４社は医療関連用品の販

売並びに医療機器の販売を主とする単一セグメントの事業を行っており、全国の国公立病院、療養所、大学附属病院、

保健所、民間病院、医院等の医療施設並びに医療機器販売会社等に販売を行っております。また子会社１社とその他の

関係会社１社は、不動産の賃貸を主たる事業としております。当社グループの各関連商品等に係る位置付けは、次のと

おりであります。

医療システム関連商品

　当関連商品におきましては、医療用・工業用Ｘ線フィルム、写真処理剤、撮影機器、現像・暗室機器、観察機器、防護設

備、医療画像記録機器、医用画像情報システム関連機器等を販売しており、また、医療画像関連機器の一部を製造して

おります。

（主な関係会社）株式会社エルクエスト、ユニオン・メデイカル株式会社

ヘルスケア関連商品

　当関連商品におきましては、高圧蒸気・ＥＯＧ滅菌器、手術器具用高温洗浄器、パックシーラー、滅菌バック、滅菌・

収納保管用コンテナ、手術器材用洗浄剤、超音波用ゼリー、その他感染防止関連用品、薬剤自動分割分包機、各種調剤棚

等の薬局関連機器・消耗品、全自動血圧測定器、活力年齢計、体脂肪計、超音波皮脂厚計、全自動身長・体重計、及び各

種骨密度測定器等の予防医学・健康関連機器・消耗品の販売をしており、また、薬局関連機器及び全自動血圧測定器

等の製造をしております。

（主な関係会社）株式会社エルクエスト

カスタマーサポート

　当カスタマサポートにおきましては、各種医療機器のメンテナンスを行っております。
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　当社グループの事業系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社エルクエスト 千葉県富里市 90,000医療機器の製造
所有

100

当社医療機器製品の一部を

製造しており、当社所有の土

地を賃借しております。

役員の兼任等…２名

株式会社メディクエスト 東京都文京区 128,000
医療機器の販売

及び修理
100

当社所有の建物を賃借して

おります。

役員の兼任等…３名

株式会社パナシアプラス 東京都文京区 45,000
健康管理器具等の

販売
100

当社所有の建物を賃借して

おります。

役員の兼任等…３名

株式会社イー・アール・

イー 
大阪市中央区 23,000不動産賃貸業 100

建物を貸借しております。な

お、当社より資金援助を受け

ております。

役員の兼任等…３名

ユニオン・メデイカル株

式会社
大阪府摂津市 10,000医療用品等の販売 100

当社の医療関連用品の一部

を販売しております。　

役員の兼任等…１名

（その他の関係会社）  　    

西本不動産株式会社
大阪市

天王寺区
96,950

不動産の賃貸及び

損害保険代理業

被所有

20.8

保険契約の代行をしており

ます。

　（注）１　上記子会社は、特定子会社に該当しておりません。

２　上記各社は、有価証券届出書又は有価証券報告書は提出しておりません。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

部門名 従業員数（名）

営業部門
214

[11]

カスタマーサポート
68

[4]

開発・製造部門
40

[22]

管理部門
58

[13]

合計
380

[50]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　     

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

329 [27] 41.0 12.75 6,040

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員は、パートタイマー、アルバイト、嘱託契約の従業員及び派遣社員で構成しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 連結  単体

 
前連結
会計年度
(千円）

当連結
会計年度
（千円）

増減率（％）
前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

増減率（％）

売上高 22,730,68524,296,939 6.9 22,330,40223,873,575 6.9

営業利益 △181,727 219,507 － △94,346 191,300 －

経常利益 △170,521 196,951 － △95,200 182,572 －

当期純利益 △716,127 183,328 － △687,972 175,027 －

  当連結会計年度における当社グループを取り巻く環境は、景気対策あるいは社会保障制度の充実の観点から医療

制度改革の推進などの医療費抑制政策を見直す動きはあるものの、引き続き厳しい状況にあります。一昨年４月の

診療報酬改定で実施された薬価引き下げ、デジタル映像化処理加算の改定、電子画像管理加算の新設によるフィル

ム運用からデジタル運用への流れは引き続き進展しております。一方では、医療費抑制の一環として病気にならな

い仕組みづくりが重視され、国民の健康意識の高まりとともに生活習慣病予防、介護予防といった予防分野は大き

く拡大していく方向にあります。

  このような状況のなか、当社グループは激変する市場環境に対応すべく、更なる事業構造改革の推進に取り組む

とともに、顧客基盤の拡大と充実を図るため、既存顧客の深耕並びに新規顧客口座獲得に注力しております。

　その結果、当連結会計年度の売上高は242億96百万円と前連結会計年度に比べ15億66百万円の増収となりました。

営業利益は前連結会計年度に比べ４億１百万円増加し、２億19百万円となりました。経常利益は前連結会計年度に

比べて３億67百万円増加し、１億96百万円となりました。当期純利益は前連結会計年度に比べて８億99百万円増加

し、１億83百万円となりました。 

　主な関連商品等の売上状況は、以下の通りです。

１）医療システム関連商品では、医療機関のフィルムレス化のさらなる進展により、医療用Ｘ線フィルム及び関連

製品の売上高が大きく減少いたしました。一方で、医療機関におけるフィルムレス運用のためのシステム

（PACS）や装置関連の売上高が大きく増加いたしました。その結果、医療システム関連商品の売上高は164億23百

万円（前年同期比6.8％増）となりました。

２）ヘルスケア関連商品の感染予防分野では、新型インフルエンザの発生により抗ウイルスマスクや感染症キット

等の対策用品の売上高が大きく増加し、分野全体の売上高は前年を上回りました。

　調剤分野では、新型分包機「Ｅ－ＦＡＳ」の販売開始により分包機の売上高が増加いたしました。また、分包機

の売上増加に伴い、消耗品である分包紙の売上高も増加いたしました。

　予防医療分野では、全自動血圧計や振動刺激トレーニング装置等の競争激化により売上高は減少いたしました。

その結果、ヘルスケア関連商品の売上高は68億61百万円（前年同期比9.0％増）となりました。

３）カスタマーサポートでは、医療の安全性に対するニーズの高まりを背景に、保守契約の新規獲得に積極的に取

り組んでまいりました。一方で、設備投資の抑制による機器設置台数の減少や製品品質の安定化等によるオン

コール修理対応の減少が大きく、当部門の売上高は10億11百万円（前年同期比4.5％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

 前連結会計年度（千円） 当連結会計年度（千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,222 975,827

投資活動によるキャッシュ・フロー △236,171 27,543

財務活動によるキャッシュ・フロー 212,351 △1,566,483

現金及び現金同等物の期末残高 3,575,858 3,012,744

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当期における営業活動により得られた資金は、前年同期に比べ９億12百万円増加し９億75百万円となりました。

これは主に仕入債務の増加による収入及び売上債権の増加、棚卸資産の増加等の支出によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当期における投資活動により得られた資金は、前年同期に比べ２億63百万円増加し27百万円となりました。これ

は主に貸付金の回収、投資有価証券の売却等の収入によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当期における財務活動により使用した資金は、前年同期に比べ17億78百万円減少し15億66百万円となりました。

これは主に短期借入れの返済及び社債の償還、長期借入金の返済等の支出によるものであります。

　以上の結果、連結ベースの現金及び現金同等物の期末残高は、前年同期に比べ５億63百万円減少し、30億12百万

円となりました。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を関連商品別に示すと、次のとおりであります。

区分 生産高（千円） 前年同期比（％）

医療システム関連商品 92,614 △24.5

ヘルスケア関連商品 963,116 34.7

合計 1,055,730 26.1

　（注）１　上記の金額は全額、連結子会社である株式会社エルクエストにおける生産実績であります。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　原則として、受注生産は行っておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を関連商品等別に示すと、次のとおりであります。

区分 販売高（千円） 前年同期比（％）

医療システム関連商品 16,423,243 6.8

ヘルスケア関連商品 6,861,785 9.0

カスタマーサポート 1,011,910 △4.5

合計 24,296,939 6.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　変化の激しい経営環境が続くなか、商社として当社が勝ち残るには、コスト競争力と販売力の強化が大きな課題であ

ると認識しております。安定的で成長性のある収益構造・体質を実現するため、以下の経営課題にグループを挙げて

取り組んでまいります。

・営業体制の強化

ユーザーに密着した「トータルソリューション」体制を強化し、取引先のニーズをきめ細かく吸い上げ、スピー

ディかつ適切に対応してまいります。また、若手、中堅の育成をはかり、ユーザーに対する提案力を強化してまい

ります。 

・タイムリーな新製品の開発と導入

ユーザーニーズにマッチした新製品の開発と、高品質・高性能かつ低コストの製品をいち早く市場に投入し、競

合他社との差別化を図ってまいります。 

・医療を取り巻く環境の変化に対応する事業再編

改正薬事法への対応のための投資や、市場競争の激化などにより、各企業間の合併や業務提携が急速に推し進め

られております。業界構造が大きく変化しつつある中で、積極的な事業再編に向けた投資を行ってまいります。

・ローコスト経営の推進

グループ全体での経営組織のスリム化、業務遂行体制の明確化を図り、トータルコストの削減と経営資源の効率

的な活用に努めてまいります。

・人事制度の見直し

社員の能力を引出す成果主義の徹底と公正な評価と処遇の実現に努めてまいります。

・ＩＴシステムの再構築

基幹系システムの再構築を行います。また全社での情報共有を推進し、経営の意思決定におけるスピードアップ

を図ってまいります。 

 

　　また今後の主な関連商品についての見通しは、

１）医療システム関連商品においては、引き続きフィルムレス化の動きが加速することが予想されます。一方では

フィルム運用からモニター診断への動きが加速し、医療情報のデジタル化・ＩＴ化の市場は拡大するものと思わ

れます。こうした状況のなか、現在のフィルムビジネスや関連サービス市場でのシェアの維持・拡大を図るとと

もに、ＰＡＣＳ等デジタルネットワーク商品の販売拡大に努めてまいります。　

２）感染予防分野の関連商品においては、『洗浄・滅菌・保管分野において、エビデンス（医学的根拠）に基づい

た品質保証のできる商品やシステムを提案、提供する』という考え方のもと、市場への対応・要望に応えるべく

専門性を深耕させ、商品ラインアップの拡充を推し進めることにより、現在開業医市場での中小型滅菌器市場に

おいて№１ブランドである『エルク』を、一般病床（急性期）医療分野をターゲットにした器材再生処理支援ビ

ジネスへと事業拡大を行います。

　調剤分野の関連商品においては、調剤薬局間の競合が激しさを増す中で、当社では「調剤薬局発“健康サービス

ステーション”」を事業コンセプトに健康チェックや調剤関連機器導入から店舗レイアウトまでをトータルに

提案し利用者に求められる調剤薬局づくりをサポートしてまいります。

　ヘルスケア分野の関連商品においては、「健康文化創造企業」を経営理念に掲げる当社では健康増進・予防医

療を重点市場と位置づけ「生活習慣病予防」を柱に商品ラインアップを拡充してまいります。

  また、連結子会社である株式会社エルクエストとの連携による商品開発、産学協同によるエビデンスに基づい

た新商品開発への積極的な取り組みにより、収益強化を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により影響を受ける可能性があります。以下に、当社グループの

事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。なお、文中における将来に

関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

１）当社グループの事業環境について

　当社グループの属する医療業界は、厚生労働省による医療行政の影響を受け易い環境にあります。平成22年４月の

診療報酬改定において、「電子画像処理加算」が改定されたことにより医療現場でのＩＴ化が一層加速されるもの

と予測されます。これらの環境変化は、病院経営のソリューションビジネスを目指す当社グループにとって新たな

ビジネスチャンスが創出されることになります。しかし一方で年々増加する医療費の抑制を目的とした医療制度改

革の動向如何では、事業機会の消失や競争の激化等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

２）主力商品への依存度について

  当連結会計年度末における、当社グループの全売上高に占める医療システム関連商品の売上高構成比は、67.6%と

なっております。またそのなかの主力商品であるコダック商品の全売上高に占める割合は、34.3%と高い依存度になっ

ております。ケアストリームヘルス社での今後の商品開発の動向によっては、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。

　

３）新規事業への取り組みについて

  当社グループは、収益体質の改善を目指して収益性、成長性の高い新規事業を順次立ち上げていく計画であり、こ

れらの新規事業の推進のために周到な市場分析とマーケティング調査に基づく先行投資を行ってまいりますが、計

画どおりに新規事業を進展できない場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

４）法的規制について

①薬事法改正による影響について

　平成17年４月より改正薬事法が施行されました。それに伴い販売管理者の設置や市販後のトレーサビリティのた

めの情報化整備など、安全管理のための体制強化が義務付けられております。当社では法遵守には万全の体制を整

えておりますが、安全管理体制や情報化が当初の想定どおりに運用出来なかったことにより、医療機関や医療機器

販売業者との取引が減少した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

②個人情報の管理について

　医療システム事業における医療画像情報運用マネジメント関連の画像診断支援ビジネスにおいては、プライバ

シー性の高い個人情報を取り扱うことから、万一個人情報の漏洩等が生じた場合には、賠償金額の支払や行政処分、

それに伴う既存顧客からの信用の低下等により、業績等に影響を受ける可能性があります。

 

５）医療機関との取引等について

①医療機関等に対する与信・債権管理について

　医療機関等のなかには、政府が推進する医療制度改革や外部環境の変化等の影響により、経営環境が厳しくなってい

る施設もあると考えられ、潜在的な貸倒れリスクが存在するものと考えられます。また、医療機関という人道的、社会

的な観点から取引停止や縮小等の対応がとり難い場合も想定されることから、今後の取引先医療機関の経営状況の悪

化が業績等に影響を与える可能性があります。

②信頼性の低下によるリスクについて

　当社グループにおいて、何らかの要因による重大な事故、トラブル、クレーム等が発生した場合やコンプライアンス

上の問題が発生した場合、または社会的な批判等が生じた場合には、取引停止等の対応がとられる可能性があり、業績

等に影響を及ぼす可能性があります。

 

６）財政状態等について

　当社グループにおいて将来創出するキャッシュ・フローの見込み等により減損の必要が生じた場合は、経営成績及

び財政状態に影響が生じる可能性があります。

 

７）株価の変動リスク

　当社は取引先を中心に市場性のある株式を保有しておりますので、株価の変動により経営成績及び財政状態等に影

響を与える可能性があります。また、株価の変動は、年金資産の変動を通じて年金費用を変動させる可能性がありま

す。
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５【経営上の重要な契約等】

（提出会社）

会社名 契約年月 契約期限 契約の内容

ケアストリームヘルス株

式会社
平成19年４月

平成20年９月30日

その後１年毎に自動更新

Ｘ線フィルム・メディカルイメージン

グ機器及び関連商品に関する販売・業

務提携契約

（注）なお、上記の契約につきましては、平成19年４月30日付で、コダック株式会社が有します上記契約上の地位を平成

19年５月1日をもって、ケアストリームヘルス株式会社へ承継する旨の「契約上の地位承継に関する覚書」を締結

いたしております。

会社名 契約年月 契約期限 契約の内容

株式会社りそな銀行　　 平成22年２月 平成23年２月25日
貸付極度額10億円の相対型コミットメ

ントライン契約

会社名 契約年月 契約期限 契約の内容

株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行　　
平成22年３月 平成23年３月30日

貸付極度額10億円の相対型コミットメ

ントライン契約　

６【研究開発活動】

　当社グループは、事業本部・開発本部を中心とした情報収集及び全国ユーザーと情報交換で得たニーズをもとに、オ

リジナル商品を市場に供給していくために、商品の開発・改良の活動を行っております。

　なお、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、73,189千円であります。

　関連商品別の研究開発活動は、次のとおりであります。

医療システム関連商品

当社及び株式会社エルクエストが中心となって、医療画像関連機器の研究開発を行っております。

当関連商品に係る研究開発費は、908千円であります。

ヘルスケア関連商品

当社及び株式会社エルクエストが中心となって、滅菌関連機器、その他ＭＥ機器及び調剤・血圧測定関連機器

の研究開発を行っております。

当関連商品に係る研究開発費は、72,281千円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項につきましては、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り 

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。この連結財務諸表の作成にあたっては、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき会計上の見

積りを行っております。

(2）財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末における資産合計は、178億26百万円（前連結会計年度末比2億57百万円増）となりました。

① 流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、120億54百万円（前連結会計年度末比4億39百万円増）となりまし

た。その主な要因は、現金及び預金が５億63百万円減少したこと及び売上高の増加に伴い受取手形及び売掛金が９

億67百万円増加したこと等によるものです。

② 固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、57億72百万円（前連結会計年度末比1億81百万円減）となりまし

た。その主な要因は、長期預金払戻により１億円減少したこと及び長期貸付金返金による55百万円減少したこと等

によるものです。

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は、105億82百万円（前連結会計年度末比１億88百万円増）となりました。

① 流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、66億36百万円（前連結会計年度末比1億70百万円増）となりまし

た。その主な要因は、短期借入金が14億円減少したこと、仕入の増加に伴い支払手形及び買掛金が17億５百万円増

加したこと、賞与引当金が11百万円減少したこと、未払費用が１億18百万円減少したこと等によるものです。

② 固定負債

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、39億46百万円（前連結会計年度末比18百万円増）となりました。

その主な要因は、長期借入金が１億36百万円減少したこと、社債が２億４百万円増加したこと、退職給付引当金が

98百万円増加したこと等によるものです。

（純資産）

　当連結会計年度末の純資産合計は、72億44百万円（前連結会計年度末比69万円増）となりました。売上の増加に

より当期純利益が増加したため、利益剰余金が１億67百万円増加し、その他有価証券評価差額金が８百万円減少し

たことがその主な要因であります。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の40.8％から当連結会計年度末は0.2ポイント低下し40.6％となっ

ております。

(3）資本の財源及び資金の流動性の分析

① キャッシュ・フロー

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１　業績等の概要（2）キャッシュ・フ

ローの状況」に記載しております。

② 資金需要

　当社グループにおける資金需要のうち主なものは、商品仕入及び販売費及び一般管理費等の営業費用並びに借入

金に係る利息の支払い等であります。

③ 資金調達

　当社グループにおける資金調達につきましては、機動的かつ安定的な資金の確保とともに、金融費用の削減を目

指しております。当連結会計年度の資金調達につきましては、銀行を主体とした金融機関からの間接金融による資

金調達をおこなっております。
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(4）経営成績の分析

　当連結会計年度の経営成績は、以下のとおりであります。

① 売上高

　当連結会計年度における売上高の内容につきましては「１　業績等の概要（1）業績」に記載しております。

② 営業利益

　当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べて４億１百万円増加し、２億19百万円の営業利益になりま

した。その主な要因は、積極的なコスト削減活動により販売費及び一般管理費が５億76百万円減少したこと等によ

るものです。

③ 経常利益 

　当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べて３億67百万円増加し、１億96百万円の経常利益になりま

した。

④ 当期純利益 

　当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べて８億99百万円増加し、１億83百万円の当期純利益にな

りました。その主な要因は、特別利益が１億50百万円増加し、特別損失が２億45百万円、法人税等調整額が１億32百

万円減少したこと等によるものです。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について　

　「４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について　

　「３　対処すべき課題」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

 15/104



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社及び連結子会社は、グループ経営理念のもと、独自のソリューションと最高のサービスを提供し続ける企業とし

て、新たな価値と利益の創出を目指し、資産の効率的運用、新規事業開発、製品開発、戦略的ＩＴ高度化に重点を置いた

設備投資、除却及び売却をおこなっております。

　当連結会計年度におきましては、資産の効率的運用及び販売の効率化を一層すすめるため、88,159千円の設備投資を

おこなっております。主な内容といたしましては、新製品に係るコストダウン投資として生産設備等に53,233千円を

設備投資しております。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門等の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
（面積㎡）

リース資
産

工具・器
具及び備
品

合計

湯島ビル

（東京都文京区）

販売業務

メンテナンス業務

管理業務

販売設備 482,8699,873
351,502

(579)
－ 10,061854,307

94

[7]

摂津ビル

（大阪府摂津市）

販売業務

メンテナンス業務

物流業務　

販売設備

物流設備　
40,8601,195

192,775

(1,209)
11,9495,758252,538

63

[2]

札幌営業所

（札幌市西区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 126,218 －

54,059

(697)
－ 1,007181,285

7

[1]

仙台営業所

（仙台市宮城野区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 15,297 －

37,240

(653)
－ 1,19453,733

9

[0]

金沢営業所

（石川県金沢市）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 33,875 －

90,615

(672)
－ 1,042125,533

4

[0]

名古屋営業所

（名古屋市西区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 8,651 －

157,465

(919)
－ 2,029168,145

22

[2]

京都営業所

（京都市南区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 12,166 36

121,757

(633)
－ 782 134,743

7

[0]

神戸営業所

（神戸市兵庫区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 6,466 10

188,457

(739)
－ 15 194,950

10

[0]

岡山営業所

（岡山市南区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 14,450 －

52,380

(607)
－ 148 66,979

4

[1]

広島営業所

（広島市西区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備 15,549 87

50,547

(383)
－ 1,24867,432

14

[1]

　（注）１　帳簿価額には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマー、アルバイト、嘱託契約の従業員及び派遣社員で構成しております。

４　連結会社以外からの主要な賃借及びリース設備の内容は、下記のとおりであります。

提出会社

事業所名

（所在地）
事業部門等の名称 設備の内容

従業員数

（名）

賃借料又はリース料

（年間）（千円）

新潟営業所

（新潟市中央区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備

3

[0]

賃借料

2,202

さいたま営業所

（さいたま市北区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備

8

[0]

賃借料

6,488

東京物流

（埼玉県戸田市）
物流業務 物流設備

2

[0]

賃借料

15,336

横浜営業所

（横浜市港北区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備

14

[0]

賃借料

7,369

福岡営業所

（福岡市博多区）

販売業務

メンテナンス業務
販売設備

17

[3]

賃借料

20,040

本社

（大阪市中央区）
管理業務 事務用機器

41

[7]

賃借料

22,506
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(2）国内子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）
事業部門
等の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産　

工具・器
具備品

合計

株式会社エル

クエスト 

成田工場 

（千葉県富里市）

管理業務

生産業務
生産設備 60,0493,983

64,367

(9,381)
117,05312,635258,090

43

[23]

株式会社イー

・アール・

イー 

鹿児島事務所

 (鹿児島県鹿児島市)

不動産賃

貸事業
賃貸物件 18,754－

30,662

(1,662.91)
－ － 49,416

0

[0]

福岡事務所

 (福岡市博多区) 

不動産賃

貸事業
賃貸物件 23,458－

174,052

(372.65)
－ 943 198,453

0

[0]

福岡土地  

 (福岡市博多区) 

不動産賃

貸事業 
賃貸物件 － －

198,065

(527.26)
－ － 198,065

0

[0]

（注）１　帳簿価額には消費税等は含まれておりません。 

　　  ２　現在休止中の主要な設備はありません。

 　　 ３　従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

 　　 ４　臨時従業員は、パートタイマー、アルバイト、嘱託契約の従業員及び派遣社員で構成しております。

 　　 ５　連結会社以外からの主要な賃借及びリース設備の内容は、下記のとおりであります。

 　　　　　 国内子会社

会社名
事業所名 

（所在地） 
事業部門等の名称 設備の内容

従業員数

（名）

賃借料又はリース料

（年間）（千円）

株式会社エルクエスト 
成田工場

（千葉県富里市）

管理業務

生産業務
生産設備

43

[23]　　　

 リース料 

22,500

（注）１　従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

　　　２　臨時従業員は、パートタイマー、アルバイト、嘱託契約の従業員及び派遣社員で構成しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　特に記載すべき事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　特に記載すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,187,000

計 27,187,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成22年６月24日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,453,689 6,453,689
大阪証券取引所

市場第２部

単元株式数

100株

計 6,453,689 6,453,689 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。

 

（４）【ライツプランの内容】

 　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成13年３月22日

（注）
△268,0006,453,689 － 2,533,499△198,3201,704,219

　（注）　資本準備金による消却であります。

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
1 6 7 58 2 － 1,009 1,083 ―

所有株式数

（単元）
11 5,210 139 22,367 47 － 36,756 64,530 689

所有株式数

の割合（％）
0.02 8.07 0.22 34.66 0.07 － 56.96 100.0 ―

　（注）　自己株式746,238株は、「個人その他」に7,462単元、「単元未満株式の状況」に38株含まれております。なお、

自己株式746,238株については、株主名簿記載上の株式数と期末現在の実質的な所有株式数は同一でありま

す。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

西本不動産株式会社 大阪市天王寺区餌差町10番65号 1,342 20.80

西本　晴男 大阪市阿倍野区 687 10.66

エルクコーポレーション

取引先持株会

大阪市中央区農人橋１丁目１番22号

　　　　　　　　　　　　　大江ビル９階
292 4.54

ケアストリームヘルス

株式会社
東京都中央区新川２丁目27番１号 236 3.66

西本　保夫 大阪府豊中市 152 2.36

西本　愛子　 大阪市阿倍野区　 150 2.33

竹田　和平 名古屋市天白区 150 2.33

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 147 2.28

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 144 2.23

西本　延子 大阪市都島区 113 1.76

計  3,417 52.95

　（注）上記のほか当社所有の自己株式746千株（11.56％）があります。　
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　746,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　5,706,800　　　　　　　57,068 －

単元未満株式 普通株式　　　 　689 － 　　　　　－　

発行済株式総数 6,453,689 － －

総株主の議決権 － 　　　　　　　57,068 －

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）                  

株式会社エルク

コーポレーション

大阪市中央区東高

麗橋１番15号
746,200 － 746,200 11.56

計 － 746,200 － 746,200 11.56

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。　
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２【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年５月15日）での決議状況
（取得期間　平成21年５月18日～平成22年５月17日）

500,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 194,000 69,840,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 306,000 130,160,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 61.2 65.1

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 61.2 65.1

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成22年５月14日）での決議状況
（取得期間　平成22年５月18日～平成23年５月17日）

500,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 500,000 200,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0

当期間における取得自己株式 42,000 15,540,000

提出日現在の未行使割合(％) 91.6 92.2

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株) 価額の総額（円）

　当事業年度における取得自己株式 － －

　当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

　　　による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 746,238 － 788,238 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

　　　りによる株式は含まれておりません。　

　

３【配当政策】

　当社は、「顧客、株主、社員、企業」が共に繁栄することを企業経営の重点政策として位置づけており、利益配分につ

きましては、企業の競争力強化と財務体質の充実を図るために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続し

て実施していくことを基本方針としております。

　当社では、年１回配当を配当回数に関する基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

　当期の期末配当金につきましては、上記方針に基づき安定的な配当水準を維持すべく、１株につき10円（内中間配当

０円）といたしました。

  なお、内部留保資金につきましては、今後予想されます厳しい環境のなかで、これまで以上に競争力と商品力を高

め、市場ニーズに的確に対応するために有効投資する事により、さらに一層の業績の向上に努めてまいる所存であり
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ます。

　また当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

(円)

平成22年６月23日

定時株主総会決議
57,074 10

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 859 890 690 509 490

最低（円） 541 589 405 161 285

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第２部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 430 410 442 440 399 429

最低（円） 390 360 371 380 383 378

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第２部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長

　　 松本　啓二　 昭和34年10月14日生　昭和56年３月 当社入社　

 注３ 3

平成16年４月

　

当社執行役員経営企画室長　

平成16年６月

　

当社取締役経営企画室長

平成18年４月

　

当社取締役ヘルスケア営業本部長　

平成21年４月

　

当社代表取締役社長（現任）　

取締役

会長

　　 西本　晴男 昭和３年12月7日生　昭和28年12月

　

西本商店（現株式会社エルクコーポ

レーション）創業　

注３ 687

昭和31年５月

　

西本レントゲン株式会社（現株式会

社エルクコーポレーション）代表取

締役社長　

平成８年６月

　

当社代表取締役会長　

平成13年６月

　

当社取締役会長　

平成15年６月

　

当社名誉会長　

平成21年６月

　

当社取締役会長（現任）　

 取締役 営業統括本

部長

奥野　太郎 　 昭和33年10月２日生 昭和56年３月

　

当社入社　

注３ 2

平成13年４月

　

当社経営企画室長　

平成16年４月

　　　　　

当社医療システム営業本部販売企画

担当部長 　

平成19年６月

　　

当社取締役医療システム営業本部長　

平成20年４月

　

当社取締役システムソリューション

営業本部長

平成21年４月

　

当社取締役営業統括本部長（現任）　

取締役 東京支店長 北川　健三　 昭和28年２月４日生　昭和46年３月

　

当社入社　

注３ 1

平成16年４月

　

当社医療システム営業本部長　

平成16年６月

　　

当社執行役員医療システム営業本部

長　

平成18年６月

　

当社取締役医療システム営業本部長

平成19年６月

　

当社常務取締役医療システム事業統

括本部長

平成21年４月

　

当社取締役東京支店長（現任）　

 取締役 財務・戦略

物流部長

玉井　伯樹  昭和41年10月25日生平成２年４月 住友銀行入行（現三井住友銀行） 

注３ 1

平成15年９月 当社入社 

平成18年４月 当社経営企画室長 

平成18年６月

　

当社取締役経営企画室長　

平成19年６月

　

当社取締役経営企画室長兼財務・情

報統括部長　

平成20年４月

　

当社取締役財務・情報統括部長　

平成21年４月 当社取締役財務・戦略物流部長（現

任）　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

 取締役 経営企画室

長兼新規事

業推進部長

藤井　勝博　 昭和42年８月５日生　平成15年２月

　

株式会社パナシアプラス代表取締役

社長　

注３ 2

平成16年３月　当社入社　

平成17年４月　株式会社メディクエスト代表取締役

社長（現任）　

平成18年６月　当社取締役事業開発室長　

平成20年６月　当社執行役員経営企画室長　

平成21年６月

平成22年４月　

当社取締役経営企画室長

当社取締役経営企画室長兼新規事業

推進部長（現任）　

取締役  高野　泰明　　 昭和６年６月20日生　　昭和29年４月

　　

三洋電機株式会社入社　

注３ 12

平成４年12月

　　

同社代表取締役社長　　

平成10年６月

　　

同社代表取締役副会長　　

平成11年６月

　　

当社取締役（現任）　　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  利倉　晄一　　 昭和４年７月30日生　　昭和26年３月

　

利昌工業株式会社入社　　

注３ 13
昭和45年７月

　

同社代表取締役社長（現任）　　

平成11年６月

　

当社取締役（現任）　　

 取締役 　　 岡　伊津穂　 昭和31年１月16日生　平成12年９月

　

財団法人三宅医学研究所長兼経営管

理部長　理事　

注３ －

平成13年４月　財団法人三宅医学研究所附属セント

ラルパーククリニック院長　

平成19年５月　財団法人三宅医学研究所理事長　

平成20年４月　

　

社会医療法人栄公会法人本部医療事

業部長（現任）　　

平成21年６月 当社取締役（現任）

監査役　　　

常勤

 壷井　英夫 昭和28年10月３日生昭和51年３月 当社入社

平成

19年

６月

から

４年 

6

平成14年５月 当社執行役員グループ事業管理室長

兼経理グループ長

平成15年６月 当社取締役グループ事業推進室長兼

経理部長

平成16年４月 当社取締役管理本部担当

平成18年４月 当社取締役財務情報統括部長 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

監査役  妙中　茂樹 昭和36年９月10日生昭和60年８月 青山監査法人勤務 平成

20年

６月

から

４年 

3

平成元年10月 妙中公認会計士事務所勤務

平成７年６月 当社監査役（現任）

平成18年１月

　

妙中公認会計士事務所所長（現任）　

監査役  児玉　実史 昭和41年６月５日生平成５年４月 弁護士登録　北浜法律事務所入所
平成

20年

６月

から

４年 

－

平成11年２月 ニューヨーク州弁護士登録 

平成14年10月北浜法律事務所社員

平成19年１月 北浜法律事務所代表社員（現任） 

平成19年８月

平成20年６月

当社仮監査役

当社監査役（現任） 

計 735

　（注）１　取締役高野泰明、利倉晄一並びに岡伊津穂は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役妙中茂樹並びに児玉実史は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　平成22年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業の社会性を認識しながら、競争力強化の観点か

ら経営判断の迅速化を図り企業価値の一層の向上を目指すとともに、経営の透明性の観点から経営のチェック機能

の充実を重要課題としております。少人数制の取締役会により、経営判断の迅速化を図るとともに、業務執行責任者

への権限委譲により競争力の強化に努めております。また、複数の社外取締役及び社外監査役の選任等による取締

役会及び監査役会の機能強化にも努めており、今後一層コーポレート・ガバナンスを充実させてまいります。

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ．会社の機関の内容

　当社は、会社法に基づき監査役及び社外監査役によって構成される監査役会を設置しております。監査役会は、

監査役３名で構成されており、うち２名が社外監査役であります。監査役は、会社の健全な経営と社会的信頼の向

上を目指して取締役会、経営会議などの重要な会議に出席し意見を述べるほか、当企業集団の業務執行各面にお

ける適法性、妥当性の監査を積極的に行っています。

　当社の取締役会は、取締役９名で構成され、うち３名は社外取締役であります。原則毎月１回、必要に応じて開催

しており、経営上重要な意思決定事項について、公正、的確かつ迅速な経営判断のもとに審議、決定しております。

なお、取締役の責任の明確化を図るとともに機動的な取締役会の体制構築を目的とし取締役の任期を１年として

おります。

　また、取締役、監査役、業務執行責任者が出席する経営会議を開催しており、取締役会の審議事項とならない事項

の検討及び取締役会の審議事項の事前審議をおこない、経営環境の変化への素早い対応と業務執行の迅速化に努

めております。

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、以下のとおりであります。　
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　ロ．当該体制を採用する理由

　当社は創業者であり、また大株主である取締役会長が経営陣に加わることで、株主の立場と経営理念を踏まえた

意見を述べ、代表取締役社長ほか、業務執行者とともに経営理念の実践をおこない企業価値の向上に努めており

ます。これらの実践によって一般株主の利益保護も図られていると考えております。しかし、大株主の利益に偏重

した施策が採られ一般株主の利益が損なわれるおそれも懸念されるため、当社では、監査役会を構成する監査役

に独立性の高い社外監査役を置くとともに、取締役の中に独立役員である社外取締役を置き、取締役会における

決議の妥当性に対する監督を通じたコントロールを業務執行取締役に対し及ぼすことにより、一般株主の利益保

護にも十分に対応しているものと考えております。　

　ハ．内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては、会社法に対応して、内部統制システム構築の基本方針に基づき種々

のコンプライアンス強化のための体制を構築しております。また、金融商品取引法に対応して、実効性のある財務

報告の適正を確保するための体制の構築を推進するため、代表取締役社長直轄の内部統制運営委員会を組織し、

業務の工程管理及び関連諸規程の整備・運用を図っております。

　当社では、取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、

（１）コンプライアンス体制にかかる規定を制定し、役員及び社員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動

　　　をとるための行動規範を定める。

（２）その徹底を図るため、研修等を通じて役員及び社員に対して指導する。

（３）当社は、社長直轄の監査室を設置し、コンプライアンスの状況を監査する。

　これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。を基本方針としております。

　また、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、社内規定に基づく、職務権限

および意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制にする。を基本方針としております

　ニ．内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査につきましては、内部監査部門として代表取締役社長が直轄する監査室を設置し、３名を配して

おります。不正の防止及び発見にとどまらず、業務改善の指導、各部門の業務の適法性や妥当性について監査を実

施しております。

　当社の監査役監査につきましては、監査室及び会計監査人と相互連携をとりながら、会計監査及び業務監査を中

心とする経営全般を広く監査しております。加えて、諸会議への出席及び書類閲覧を通じて、法令遵守体制、リス

ク管理体制、内部統制状況のチェック機能を果たしており、また取締役会への出席により、取締役への監督機能を

果たしております。

　なお、常勤監査役　壷井英夫は当社経理部門に長年在籍し、決算手続き及び財務諸表作成等の実務に従事してお

り、財務及び会計に関する相当程度の知識を有するものであります。　

　ホ．会計監査の状況

　当社はあらた監査法人を選任しており、同監査法人による適切な監査が実施されております。当社の会計監査業

務を執行した公認会計士は大津景豊であり、あらた監査法人に所属しております。また、当社の会計監査業務に係

る補助者は、公認会計士４名、会計士補等その他７名であります。

　ヘ．社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は独立性を保ちつつ、当社の経営に対する助言や提言をおこなうため社外取締役３名を選任しております。

また、独立性を保ち中立的な立場から客観的に監査を実施していただくことを目的として社外監査役２名を選任

しております。

　社外取締役高野泰明は、三洋電機株式会社の元代表取締役社長であり、同社の経営に携わった経験を活かし、ま

た経営に関する豊富な経験と多方面にわたる見識から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための

助言や提言をおこなっております。

　社外取締役利倉晄一は、利昌工業株式会社の代表取締役社長であり、同社の経営に携わった経験を活かし、また

経営に関する豊富な経験と多方面にわたる見識から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助

言や提言をおこなっております。当社は同社との取引関係はなく、同氏は一般株主と利益相反するおそれがない

と判断したことから、独立役員に指定しております。　

　社外取締役岡伊津穂は、医学博士であり社会医療法人栄公会法人本部医療事業部長であります。長年にわたる医

療業界での経験を活かし、また医療法人を含めた豊富な経営に関する経験と多方面にわたる見識から、取締役会

の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言や提言をおこなっております。なお、当社は社会医療法人栄公

会との間に製品販売等の取引関係があります。　
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　社外監査役妙中茂樹は、妙中公認会計士事務所の所長であります。公認会計士の資格を有しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。監査役監査の実施にあたり、会計及び税務に関する専門的知識が

必要とされる場面も多く、外部の専門家として独立性を保ちつつ、中立的な立場から助言、提言をおこなっており

ます。

　社外監査役児玉実史は、北浜法律事務所の代表社員であります。弁護士の資格を有しており、監査役監査の実施

にあたり法律に関する専門的知識が必要とされる場面が多く、外部の専門家として独立性を保ちつつ、中立的な

立場から助言、提言をおこなっております。

　社外取締役は、社内取締役と意思疎通を十分に図って連携し、内部統制部門からの各種報告を受け、取締役会で

の十分な議論を踏まえて意思決定を行っております。

　社外監査役は、社内監査役と意思疎通を十分に図って連携し、内部統制部門からの各種報告を受け、監査役会で

の十分な議論を踏まえて監査を行っております。また当社は監査役からその職務を補助すべき使用人を置く　　こ

とを要請された場合には、遅滞なく対応する体制を整備しております。

　なお現在、社外取締役及び社外監査役と当社の間に特別な利害関係はございません。

　

② リスク管理体制の整備の状況

イ．当社のリスク管理体制　

　当社のリスク管理体制は、企業としての社会的責任とグループ独自の判断基準と行動規範を遵守し実行させる

ことを目的として、毎月、取締役、業務執行責任者及び監査役によるコンプライアンス委員会を開催し、当社の業

務執行に係るリスクの洗い出しを行い、そのリスクの軽減等に取り組んでおります。

　また、不測の事態が発生した場合には、対応責任者となる取締役を本部長とする「緊急対策本部」を設置し、顧

問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し、迅速な対応により損害を最小限にとどめる体制を整備し

ております。 

　なお、当社では、コンプライアンス体制の充実・強化を推進するために、内部通報制度を設置し、グループ内の役

員や社員が社内においてコンプライアンス違反行為に気づいたときは、不利益を受けることなく相談・通報でき

る体制を構築しております。

ロ．反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方

　当社は、反社会的勢力の排除に向けて、反社会的勢力からの不当な要求を一切受け付けず、警察当局および弁護

士等と協力し、連携を図りながら、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨むことを基本的な考え方としてお

ります。

ハ．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は総務部門を対応部署とし、警察当局および顧問弁護士等と協力し、連携を図りながら、事態に応じて関係

部門と協議の上対応しております。また、大阪府企業防衛連合協議会に所属し、指導を受けるとともに情報のやり

とりを通じて共有化をはかっております。
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③ 役員報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総

額(千円）

　報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる

役員の員数

(名)
基本報酬　　

ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）　　
　 　59,640  　47,990　　　　－ 　　　　－ 　　11,650　　　　　9

監査役

（社外監査役を除く）
 　　12,350　　11,400　　　　－ 　　　　－　　 　   　950 　　　　　1

社外役員 　 　19,087　　17,100　　　　－ 　　　　－ 　 　1,987　　　　　5

　

ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬額等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

使用人兼務役員の使用人分給与は、次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　

使用人分給与の総額（千円） 人数 摘要

　                        42,629　　　 　6名  部門長等の使用人としての給与であります。

ニ．役員の報酬等の額の決定に関する基本方針

役員賞与を含めた役員報酬の総額は、株主総会で決議された年間報酬限度額の範囲内で支給することとしており

ます。年間報酬限度額は以下のとおりであります。

年間報酬限度額　　取締役：年額　215,000千円以内（ただし使用人分給与は含まない。）

　(平成６年６月29日開催第38期定時株主総会で決議)

　　　　　　　　　監査役：年額　 25,000千円以内

（平成６年６月29日開催第38期定時株主総会で決議)

決定方法は、次のとおりです。役員報酬は「固定報酬」及び「決算時業績連動報酬」で構成されています。 

ⅰ固定報酬(月次定額制）　　　　　　

各役員の職位等に応じて支給する。

ⅱ決算時業績連動報酬(役員賞与)

決算時に税引前当期純利益が計上された場合に支給するものとし、その支給額は、税引前当期純利益の５％

を上限額とする。

④ 取締役の定数 

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に規定されている金額であり

ます。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行に

ついて善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

⑥ 取締役の選任の決議要件

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、累積投票によらない旨定款に定めてお

ります。
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⑦ 中間配当　

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。　

⑧ 自己の株式の取得　

　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めておりま

す。　

⑨ 取締役及び監査役の責任免除　

  当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって取締役（取締役であった者を含む。）及び

監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨、定款に定め

ております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を

果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。　

⑩ 株主総会の特別決議要件  

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨定款に定め

ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

⑪ 株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　　　13銘柄

貸借対照表計上額の合計額　 192,471千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である上場投資株式

銘柄　　　　　　 株式数（株)
貸借対照表計上額

(千円)
保有目的

　モリト株式会社　　　　 　　　　　68,000 　　　　　　　　　42,500 　関係強化

　株式会社たけびし　　　　 　　　　 120,000　　　　　　　　　41,760 　関係強化

　株式会社りそなホールディングス　　　　 　　　　　27,275 　　　　　　　　　32,239 　関係強化

　エスペック株式会社　　　　 　　　　　39,000 　　　　　　　　　31,083 　関係強化

　株式会社岡村製作所　　　　 　 　　　 33,420　　　　　　　　　19,952 　関係強化

　フジコピアン株式会社　　　　 　　 　　150,000　　　　　　　　　14,100 　関係強化

　三洋電機株式会社　　　　 　　　　　30,000 　　　　　　 　　　4,500 　関係強化

　株式会社日立メディコ　　　　 　　　 　　1,500 　　　　　　 　　　1,197 　関係強化

　ザ・パック株式会社　　　　 　　　　 　　100 　　　　　 　　　  　140 　関係強化

　

ハ.保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。　

ニ．保有目的を変更した投資株式　　

　該当事項はありません。　
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分　
　

前連結会計年度 当連結会計年度
監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 24,000 － 24,000 －

連結子会社 － － － －

計　 24,000　 － 24,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）　

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）　　

　該当事項はありません。　

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）　　

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）　　　

　該当事項はありません。　

　

④【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案した上で定めております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

　なお、前連結会計年度及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）に係る監査報告書は、平成21

年11月６日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書に添付されたものによっております。　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、または会計基準等の変更等に的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、セミナー等へ参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,675,858 3,112,744

受取手形及び売掛金 6,048,940 7,015,951

商品及び製品 1,268,609 1,340,067

仕掛品 22,998 8,479

原材料及び貯蔵品 171,829 205,778

繰延税金資産 139,544 95,521

未収還付法人税等 103,072 －

その他 195,341 287,335

貸倒引当金 △10,748 △10,924

流動資産合計 11,615,445 12,054,953

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 3,060,947

※1
 3,019,249

減価償却累計額 △1,902,507 △1,958,373

建物及び構築物（純額） 1,158,440 1,060,875

機械装置及び運搬具 147,684 147,704

減価償却累計額 △127,402 △132,464

機械装置及び運搬具（純額） 20,282 15,239

土地 ※1, ※2
 2,790,477

※1, ※2
 2,740,242

リース資産 129,766 173,756

減価償却累計額 △11,226 △47,084

リース資産（純額） 118,540 126,671

その他 359,355 357,764

減価償却累計額 △307,070 △306,403

その他（純額） 52,285 51,360

有形固定資産合計 4,140,025 3,994,389

無形固定資産

のれん 9,040 6,923

リース資産 116,519 98,040

その他 61,531 55,209

無形固定資産合計 187,091 160,173

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 334,177

※1
 394,290

長期貸付金 130,629 75,267

再評価に係る繰延税金資産 ※2
 819,160

※2
 831,913

繰延税金資産 2,879 3,096

その他 563,901 450,584

貸倒引当金 △223,989 △137,712
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産合計 1,626,759 1,617,439

固定資産合計 5,953,875 5,772,001

資産合計 17,569,321 17,826,955

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 3,838,358

※1
 5,544,172

短期借入金 ※1
 1,500,000

※1
 100,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 344,724

※1
 286,171

1年内償還予定の社債 100,000 96,000

リース債務 55,361 63,658

未払法人税等 10,252 43,382

賞与引当金 21,116 9,683

繰延税金負債 － 71

その他 596,195 493,076

流動負債合計 6,466,008 6,636,216

固定負債

社債 1,000,000 1,204,000

長期借入金 ※1
 534,175

※1
 398,074

リース債務 183,019 161,053

繰延税金負債 1,362,536 1,357,681

退職給付引当金 353,966 452,793

役員退職慰労引当金 123,312 47,697

その他 371,185 324,925

固定負債合計 3,928,194 3,946,224

負債合計 10,394,203 10,582,441

純資産の部

株主資本

資本金 2,533,499 2,533,499

資本剰余金 1,704,219 1,704,219

利益剰余金 4,868,256 5,035,305

自己株式 △330,149 △399,989

株主資本合計 8,775,824 8,873,033

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 19,321 10,638

土地再評価差額金 ※2
 △1,620,028

※2
 △1,639,158

評価・換算差額等合計 △1,600,706 △1,628,519

純資産合計 7,175,117 7,244,514

負債純資産合計 17,569,321 17,826,955
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 22,730,685 24,296,939

売上原価 ※2
 17,464,970

※2
 19,206,911

売上総利益 5,265,714 5,090,027

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 5,447,442

※1, ※2
 4,870,520

営業利益又は営業損失（△） △181,727 219,507

営業外収益

受取利息 13,181 9,565

受取配当金 7,847 5,849

受取賃貸料 76,541 59,774

持分法による投資利益 2,557 －

その他 52,966 27,554

営業外収益合計 153,094 102,744

営業外費用

支払利息 33,568 38,469

社債利息 17,150 14,899

賃貸費用 37,337 25,324

支払手数料 32,008 12,177

その他 21,822 34,430

営業外費用合計 141,888 125,301

経常利益又は経常損失（△） △170,521 196,951

特別利益

固定資産売却益 ※3
 1,000

※3
 1,151

投資有価証券売却益 21 40,915

貸倒引当金戻入額 1,011 110,304

特別利益合計 2,032 152,371

特別損失

固定資産売却損 ※4
 14,176

※4
 1,235

減損損失 ※6
 32,658

※6
 93,595

固定資産廃棄損 ※5
 2,201

※5
 4,042

投資有価証券評価損 6,295 －

事務所移転損失 － 11,291

特別退職金 ※7
 273,577 －

リース解約損 24,771 －

その他 1,639 －

特別損失合計 355,319 110,164

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△523,809 239,158

法人税、住民税及び事業税 38,882 34,548

法人税等調整額 153,435 21,281

法人税等合計 192,318 55,829

当期純利益又は当期純損失（△） △716,127 183,328
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,533,499 2,533,499

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,533,499 2,533,499

資本剰余金

前期末残高 1,704,219 1,704,219

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,704,219 1,704,219

利益剰余金

前期末残高 5,854,861 4,868,256

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

当期純利益又は当期純損失（△） △716,127 183,328

自己株式の処分 △904 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

当期変動額合計 △986,605 167,049

当期末残高 4,868,256 5,035,305

自己株式

前期末残高 △330,340 △330,149

当期変動額

自己株式の取得 △3,413 △69,840

自己株式の処分 3,604 －

当期変動額合計 191 △69,840

当期末残高 △330,149 △399,989

株主資本合計

前期末残高 9,762,239 8,775,824

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

当期純利益又は当期純損失（△） △716,127 183,328

自己株式の取得 △3,413 △69,840

自己株式の処分 2,700 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

当期変動額合計 △986,414 97,209

当期末残高 8,775,824 8,873,033
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 99,402 19,321

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△80,080 △8,682

当期変動額合計 △80,080 △8,682

当期末残高 19,321 10,638

土地再評価差額金

前期末残高 △1,801,043 △1,620,028

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

181,014 △19,129

当期変動額合計 181,014 △19,129

当期末残高 △1,620,028 △1,639,158

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,701,641 △1,600,706

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

100,934 △27,812

当期変動額合計 100,934 △27,812

当期末残高 △1,600,706 △1,628,519

純資産合計

前期末残高 8,060,597 7,175,117

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

当期純利益又は当期純損失（△） △716,127 183,328

自己株式の取得 △3,413 △69,840

自己株式の処分 2,700 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 100,934 △27,812

当期変動額合計 △885,479 69,396

当期末残高 7,175,117 7,244,514
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△523,809 239,158

減価償却費 126,787 170,759

減損損失 32,658 93,595

特別退職金 273,577 －

のれん償却額 1,545 2,117

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,089 △11,432

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 67,659 98,826

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,847 △75,615

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22,745 △86,100

受取利息及び受取配当金 △21,029 △15,415

支払利息及び社債利息 50,719 53,369

為替差損益（△は益） 1,895 2,268

持分法による投資損益（△は益） △2,557 －

固定資産売却損益（△は益） 13,176 83

固定資産廃棄損 2,201 4,042

投資有価証券売却損益（△は益） △21 △40,915

投資有価証券評価損益（△は益） 6,295 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,584,426 △967,011

たな卸資産の増減額（△は増加） 125,853 △90,887

仕入債務の増減額（△は減少） △2,120,172 1,705,814

その他 △115,465 △41,121

小計 509,245 1,041,535

利息及び配当金の受取額 20,738 15,405

利息の支払額 △53,079 △53,962

法人税等の支払額 △413,682 △27,151

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,222 975,827

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 100,000

投資有価証券の取得による支出 △101,349 △101,206

投資有価証券の売却による収入 21 18,979

関係会社株式の取得による支出 △235 －

固定資産の取得による支出 △303,731 △53,181

固定資産の売却による収入 269,586 4,040

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△117,007 －

貸付けによる支出 △1,151 △11,150

貸付金の回収による収入 22,311 66,511

その他 △4,615 3,550

投資活動によるキャッシュ・フロー △236,171 27,543
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000 △1,400,000

長期借入れによる収入 500,000 180,000

長期借入金の返済による支出 △402,459 △374,654

社債の発行による収入 － 295,475

社債の償還による支出 △380,000 △100,000

自己株式の取得による支出 △3,413 △69,840

自己株式の売却による収入 2,700 －

リース債務の返済による支出 △16,162 △61,967

親会社による配当金の支払額 △88,313 △35,497

財務活動によるキャッシュ・フロー 212,351 △1,566,483

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,895 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 37,506 △563,113

現金及び現金同等物の期首残高 3,210,286 3,575,858

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 328,064 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 3,575,858

※
 3,012,744
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

  　

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 子会社５社はすべて連結しております。

連結子会社名

  ㈱エルクエスト

  ㈱メディクエスト

  ㈱パナシアプラス

  ㈱イー・アール・イー

　ユニオン・メデイカル㈱

当連結会計年度より、ユニオン・メデ

イカル株式会社の株式を100%取得した

ため、連結の範囲に含めております。

子会社５社はすべて連結しております。

連結子会社名

  ㈱エルクエスト

  ㈱メディクエスト

  ㈱パナシアプラス

  ㈱イー・アール・イー

　ユニオン・メデイカル㈱

２　持分法の適用に関する事

項

当連結会計年度より、ユニオン・メデイカ

ル株式会社の株式を追加取得し、連結子会

社となったため、持分法適用関連会社より

除外しております。 

　　　　　　 ──────

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、ユニオン・メデイカル

株式会社は決算期を12月から３月に変更し

たため、連結財務諸表の作成に当たって当

該会社の平成20年１月１日から平成21年３

月31日までの15ヶ月間の財務諸表を使用し

ております。

連結子会社の事業年度は連結会計年度と同

一であります。

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券　

　償却原価法

その他有価証券

時価のあるもの

……決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券　

　　　　 同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 時価のないもの

……移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方

法）　

②　たな卸資産

　　　　　　　　　同左　
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除く）

については、定額法によっており

ます。また、工具器具及び備品のう

ちレンタル事業にかかる賃貸用資

産については使用可能期間を見積

り、この期間で均等償却しており

ます。なお、主な耐用年数は、建物

及び構築物が10～50年、機械装置

及び運搬具が４～10年でありま

す。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く）

　　　　　　同左

 　（追加情報）

当社及び国内連結子会社の機械装

置については、従来、耐用年数を４

～15年としておりましたが、当連

結会計年度より４～10年に変更し

ております。

これは、平成20年度の税制改正を

契機に耐用年数を見直したことに

よるものであり、これによる損益

に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　──────

 ②　無形固定資産(リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

②　無形固定資産(リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年以内）に基づく定額法

を採用しております。

 ③　リース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。なお、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

③　リース資産　

         同左

 ④　長期前払費用

均等償却をしております。

④　長期前払費用

同左

　 ──────

　

(3）重要な繰延資産の処理方法　

　　社債発行費

支出時に全額費用として処理する

方法を採用しております。　
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

連結子会社については、主として

従業員に対して支給する賞与の支

出にあてるため支給見込額に基づ

き、当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

②　賞与引当金

　　　　同左

 ③　退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理することと

しております。  

数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（９～10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理

しております。 

③　退職給付引当金  

同左 

　

　

　

　　

　

 ④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (5）重要なヘッジ会計の方法  

 ①　ヘッジ会計の方法 

特例処理を採用しております。

──────

  ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

　

  ③　ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに金融収支改

善のため、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。

　

  ④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて特例処理に

よっているため、有効性の評価を省

略しております。

　

 (6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれんの償却については、５年間の均等償

却を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）　

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、主として先入先出法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。　

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　

──────

 

　

（リース取引に関する会計基準の適用）　

　当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る会計処理によっております。また、リース取引開始

日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を引き続き採用しております。　

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　　　

──────

　　　

──────

　　　

（「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）の適

用）

　当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成20年7月31

日）を適用しております。なお、これによる損益に与える影

響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差

額はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （連結貸借対照表）

(1)　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それ

ぞれ1,437,013千円、11,880千円、138,801千円でありま

す。

 

         　　　　　──────

　

(2)　流動負債の「未払費用」は、当連結会計年度から負債及

び純資産の合計額の100分の５以下となったため「その

他」に含めております。

  なお、当連結会計年度末の「その他」に含まれている

「未払費用」の金額は、514,245千円であります。 　　

         　　　　　

 （連結損益計算書）　

　  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「たな卸資

産廃棄損」は、当連結会計年度において、営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示しております。

　なお、当連結会計年度において営業外費用の「その他」

に含まれております「たな卸資産廃棄損」の金額は、

11,625千円であります。　

　

 （連結キャッシュ・フロー計算書）　

　　前連結会計年度まで区分掲記しておりました、営業活動に

よるキャッシュ・フローの「その他の流動資産の増減

額」「その他の固定資産の増減額」「その他の流動負債

の増減額」「その他の固定負債の増減額」は、金額的重

要性が乏しいため「その他」に含めております。

　なお、当連結会計年度末の「その他」に含まれている

「その他の流動資産の増減額」「その他の固定資産の増

減額」「その他の流動負債の増減額」「その他の固定負

債の増減額」は、それぞれ△152,997千円、55,773千円、

54,353千円、△12,933千円であります。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

土地 1,191,468千円

建物 656,876千円

投資有価証券 100,731千円

計 1,949,075千円

土地 1,167,919千円

建物 593,540千円

投資有価証券 78,083千円

計 1,839,543千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

買掛金 800,000千円

短期借入金 1,200,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
171,400千円

長期借入金 133,600千円

計 2,305,000千円

買掛金 800,000千円

短期借入金 100,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
99,600千円

長期借入金 117,400千円

計 1,117,000千円

※２　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布

法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産

の部に計上し、これを加算した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る、地価税法第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。

再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

※２　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布

法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産

の部に計上し、これを加算した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る、地価税法第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。

再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

△165,190千円

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

△253,372千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費用は、次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費用は、次のと

おりであります。

従業員給料手当 2,423,393千円

退職給付費用 332,057千円

役員退職慰労引当金繰入額 20,347千円

減価償却費 87,259千円

従業員給料手当 2,199,183千円

退職給付費用 351,134千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,681千円

減価償却費 102,476千円

※２　販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含まれ

る研究開発費は、185,938千円であります。

※２　販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含まれ

る研究開発費は、73,189千円であります。

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置 35千円

工具、器具及び備品 587千円

土地　 377千円　

計 1,000千円

工具、器具及び備品 1,151千円

計 1,151千円

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

車輌運搬具 2,220千円

借地権 11,605千円

電話加入権 349千円

計 14,176千円

土地 1,235千円　

計 1,235千円

※５　固定資産廃棄損の内容は次のとおりであります。 ※５　固定資産廃棄損の内容は次のとおりであります。

建物 1,223千円

工具、器具及び備品 906千円

電話加入権　 72千円　

計 2,201千円

建物付属設備 2,908千円

工具、器具及び備品 1,126千円

機械装置　 7千円　

計 4,042千円

※６　減損損失の内容は次のとおりであります。 

用途 種類 場所 金額 

遊休

資産 

土地　建

物 
 大阪市中央区 8,114千円

遊休

資産　

土地　建

物　
 香川県高松市　 2,993千円

遊休

資産　

土地　建

物　
 島根県松江市　 21,550千円

   合計 32,658千円 

　

※６　減損損失の内容は次のとおりであります。 

用途 種類 場所 金額 

事業用

資産 

土地　建

物 
 広島市西区 64,691千円

遊休

資産　

土地　建

物　
 大阪市中央区他　 28,904千円

   合計 93,595千円 

　

（経緯)

当連結会計年度に新たに遊休化いたしましたトミヅル

ビル、高松営業所及び山陰営業所につきまして、減損の

兆候ありとし、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失としております。

（経緯)

   グルーピングの単位である営業所のうち、上記の事業用

資産につきましては市場環境の悪化による減損の兆候

がありましたため、また、遊休資産につきましては地価

の下落に伴い、減損の兆候がありましたため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

ております。

（減損損失の金額） （減損損失の金額）

土地 16,056千円

建物 16,602千円

土地 47,498千円

建物 46,096千円
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（グルーピングの方法）

各営業所を基本とし、遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしております。

（グルーピングの方法）

各営業所を基本とし、遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしております。

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は正味売却価額を使用しております。正味

売却価額は、路線価等に基づき算定しております。

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は使用価値または正味売却価額を使用し

ております。使用価値については、将来キャッシュ・フ

ローを2.4%で割り引いて算定し、正味売却価額について

は、路線価等に基づき算定しております。

 ※７　特別退職金

　希望退職者への特別退職金及び再就職支援に係る費用

であります。 

──────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,453,689 － － 6,453,689

合計 6,453,689 － － 6,453,689

自己株式     

普通株式 549,811 8,427 6,000 552,238

合計 549,811 8,427 6,000 552,238

 （変動事由の概要）

１　普通株式の自己株式の株式数の増加8,427株のうち、8,300株は取締役会決議による自己株式の取得による

増加であり、127株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少6,000株は、ストック・オプション制度の権利行使による売渡しによる

減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 263,500 － 263,500 － －

合計 － 263,500 － 263,500 － －

（変動事由の概要）

当連結会計年度の新株予約権の減少のうち6,000株は、ストック・オプション制度の権利行使によるものであ

り、257,500株はストック・オプション制度の終了に伴う失効によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月23日

定時株主総会
普通株式 88,558 15 平成20年３月31日平成20年６月24日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日

定時株主総会
普通株式 35,408利益剰余金 6 平成21年３月31日平成21年６月24日
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,453,689 － － 6,453,689

合計 6,453,689 － － 6,453,689

自己株式     

普通株式 552,238 194,000 － 746,238

合計 552,238 194,000 － 746,238

 （変動事由の概要）

　　普通株式の自己株式の株式数の増加194,000株は取締役会決議による自己株式の取得による増加でありま

す。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。　

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日

定時株主総会
普通株式 35,408 6 平成21年３月31日平成21年６月24日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 57,074利益剰余金 10平成22年３月31日平成22年６月24日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係　（平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係　（平成22年３月31日）

現金及び預金勘定 3,675,858千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△100,000千円

現金及び現金同等物 3,575,858千円

　

現金及び預金勘定 3,112,744千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△100,000千円

現金及び現金同等物 3,012,744千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１. ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

 (1) リース資産の内容

有形固定資産

　主として、社内システムにおけるコンピューター端末

機（「工具、器具及び備品」であります）　　 　

１. ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

 (1) リース資産の内容

　 有形固定資産

　主として、社内システムにおけるコンピューター端末

機（「工具、器具及び備品」であります）　　 　

 (2)　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。  　　　

 (2)　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。  　　　

 ①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　

 ①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置

及び運搬具
50,07220,88029,191

有形固定資産

その他
251,545141,249110,295

ソフトウェア 37,49621,92415,571

合計 339,113184,054155,058

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置

及び運搬具
50,07228,03322,038

有形固定資産

その他
203,515139,42964,086

ソフトウェア 29,49220,9508,541

合計 283,080188,41394,666

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

 ②　未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 60,392千円

１年超 95,646千円

合計 156,038千円

１年内 44,783千円

１年超 49,882千円

合計 94,666千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 71,389千円

減価償却費相当額 71,389千円

支払リース料 60,392千円

減価償却費相当額 60,392千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

２.　オペレーティング・リース取引

　　　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

 ものに係る未経過リース料

２.　オペレーティング・リース取引

　　　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

 ものに係る未経過リース料

１年内 2,810千円

１年超 702千円

合計 3,513千円

１年内 702千円

１年超 －千円

合計 702千円

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について）

同左
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針　

　当社グループは、資金運用について安全性の高い金融商品のみに限定して運用し、短期の運転資金につ

いては銀行等金融機関からの借入により資金調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該顧客の信用リスク

については、与信管理を通してリスク低減を図っております。

　投資有価証券は、主として満期保有目的の債券及び株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。満期保有目的の債券及び上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。　

　社債及び借入金は、主に事業資金及び設備投資資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は

最長で決算日後５年であります。　　

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理　

　当社は、経理規程に従い、営業債権について営業管理部及び事務センターが主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社については、当社の経理規程を基に作成

された各社の経理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　満期保有目的の債券は、経理規程に従い、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスク

は僅少であります。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒されている金融資産の貸借対

照表価額により表しております。　

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理　

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。　

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社及び連結子会社は、経理部門が適時に資金繰りに関してモニタリングするとともに、手許流動性

維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格の算定に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参

照）。　

　
連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

①現金及び預金 3,112,744 3,112,744 －

②受取手形及び売掛金 7,015,951         

  貸倒引当金(※１) △10,698         

  受取手形及び売掛金

　(純額)
7,005,253 7,005,253 －

③投資有価証券 389,290 389,681 391

④支払手形及び買掛金 5,544,172 5,544,172 －

⑤社債(※２)　 1,300,000 1,326,927 26,927

⑥長期借入金(※３)　 684,245 690,056 5,811

(※１)受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。　

(※２)１年内償還予定の社債の金額は⑤社債に含めて表示しております。

(※３)１年内返済予定の長期借入金の金額は⑥長期借入金に含めて表示しております。　

(注)　１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項　

（資　産）　

①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金　
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　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。　

③投資有価証券　

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示さ

れた価格によっております。　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項「有価証券関係」をご参照下さい。

（負　債）　

④支払手形及び買掛金　

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。　

⑤社債

　社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いて算定する方法によっております。　

⑥長期借入金　

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。　

　　　２．非上場株式（連結貸借対照表計上額5,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

　　　　　ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、③投資

　　　　　有価証券には含めておりません。

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 3,112,744 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 7,015,951 －　 －　 －　

投資有価証券     

　満期保有目的の債券    　

(1) 国債・地方債等 －　 －　 －　 －　

(2) 社債 －　 －　 100,000　 －　

(3) その他　 －　 －　 100,000　 －　

その他有価証券のうち満期

があるもの
   　

(1) 債券（社債） －　 －　 －　 －　

(2) その他 －　 － －　 －　

合計 10,128,696　 －　 200,000 －　

　　　４．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適

用しております。　　　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日）

(1）満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 100,992 98,940 2,052

小計 100,992 98,940 2,052

合計 100,992 98,940 2,052

(2）その他有価証券で時価のあるもの

 
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの
            

(1) 株式 98,424 161,001 62,576

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 98,424 161,001 62,576

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの
            

(1) 株式 104,679 67,183 △37,495

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 104,679 67,183 △37,495

合計 203,103 228,185 25,081

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度において、その他有価証券について

6,295千円減損処理を行っております。なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取

得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の

重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

(3）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（千円）

21

売却益の合計額（千円）

21

　売却損の合計額（千円）

　──────

(4）時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

 非上場株式     5,000千円 
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(5）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －
(2）社債 － － － －
(3）その他 － － 100,992 －
２．その他 － － － －

合計 － － 100,992 －

　

当連結会計年度（平成22年３月31日）　

(1）満期保有目的の債券

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 100,753 103,130 2,376

小計 100,753 103,130 2,376

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 101,064 99,080 △1,984

(3）その他 － － －

小計 101,064 99,080 △1,984

合計 201,818 202,210 391

(2）その他有価証券

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの
            

(1) 株式 130,414 93,759 36,655

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 130,414 93,759 36,655

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの
            

(1) 株式 57,057 65,501 △8,444

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 57,057 65,501 △8,444

合計 187,471 159,260 28,211

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　5,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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(3）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 78,568 40,915 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 78,568 40,915 －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）　

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

(3）取引の利用目的

　デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用してお

ります。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

  ヘッジ会計の方法 

　  特例処理によっております。 

　ヘッジ手段とヘッジ対象 

　  ヘッジ手段 … 金利スワップ

    ヘッジ対象 … 借入金

    ヘッジ方針

  金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対 

  象債務の範囲内でヘッジを行っております。

  ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについては金利スワップの特例処理の要件を満たしておりその判定をもって有効性の評価を省略

しております。

(4）取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しております。

  なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

　

 ２　取引の時価等に関する事項

 　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度

（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

　当社及び連結子会社である株式会社エルクエストは、複数事業主制度に係る企業年金制度として、総合設立型厚生年

金基金制度に加入しております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

 (1）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

①大阪薬業厚生年金基金

年金資産の額 295,836,818千円

年金財政計算上の給付債務の額 385,503,708千円

差引額 △89,666,889千円

②東京都電機厚生年金基金　

年金資産の額 299,283,730千円

年金財政計算上の給付債務の額 327,524,980千円

差引額 △28,241,249千円

　(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

①大阪薬業厚生年金基金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.09％

②東京都電機厚生年金基金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　0.133％　

　(3）補足説明

①大阪薬業厚生年金基金　

　上記(1）の差引額の主な要因は、資産評価調整加算額44,663,188千円、年金財政計算上の過去勤務債務残高

20,528,722千円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間15年の元利均等償却であり、当社グルー

プは、当期の連結財務諸表上、特別掛金108,593千円を費用処理しております。

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

②東京都電機厚生年金基金　

　上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高21,928,377千円であります。本制度における

過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金

15,403千円を費用処理しております。　

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

２　退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日）

イ　退職給付債務 △1,835,980千円

ロ　年金資産 924,491千円

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △911,488千円

ニ　未認識数理計算上の差異 920,629千円

ホ　未認識過去勤務債務 △363,107千円

ヘ　退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △353,966千円
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３　退職給付費用に関する事項（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

イ　勤務費用 140,877千円

ロ　利息費用 41,717千円

ハ　期待運用収益 △29,114千円

ニ　過去勤務債務償却費用 △90,776千円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 168,100千円

ヘ　総合設立の厚生年金基金への企業拠出金 123,997千円

ト　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 354,802千円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 ２％

ハ　期待運用収益率
㈱エルクコーポレーション　 ２％

㈱エルクエスト　　　　　 　２％ 

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によっております。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数 ９年～10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。）

　

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

 61/104



当連結会計年度

（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

　当社及び連結子会社である株式会社エルクエストは、複数事業主制度に係る企業年金制度として、総合設立型厚生年

金基金制度に加入しております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

 (1）制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在）

①大阪薬業厚生年金基金

年金資産の額 217,352,269千円

年金財政計算上の給付債務の額 388,740,600千円

差引額 △171,388,330千円

②東京都電機厚生年金基金　

年金資産の額 235,665,018千円

年金財政計算上の給付債務の額 328,394,322千円

差引額 △92,729,303千円

　(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

①大阪薬業厚生年金基金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.1099％

②東京都電機厚生年金基金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　0.133％　

　(3）補足説明

①大阪薬業厚生年金基金　

　上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の資産評価調整加算額32,906,476千円、特別掛金収入現価

19,476,486千円、繰越不足金119,005,367千円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間15年の元

利均等償却であり、当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金93,881千円を費用処理しております。

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

②東京都電機厚生年金基金　

　上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高20,109,716千円、繰越不足金36,810,597千円

であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。当社グループは、当期

の連結財務諸表上、特別掛金14,318千円を費用処理しております。　

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

２　退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日）

イ　退職給付債務 △1,962,826千円

ロ　年金資産 1,208,008千円

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △754,818千円

ニ　未認識数理計算上の差異 574,355千円

ホ　未認識過去勤務債務 △272,330千円

ヘ　退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △452,793千円

　

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

 62/104



３　退職給付費用に関する事項（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

イ　勤務費用 122,804千円

ロ　利息費用 36,321千円

ハ　期待運用収益 △18,245千円

ニ　過去勤務債務償却費用 △90,776千円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 195,706千円

ヘ　総合設立の厚生年金基金への企業拠出金 108,200千円

ト　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 354,009千円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 ２％

ハ　期待運用収益率
㈱エルクコーポレーション　 ２％

㈱エルクエスト　　　　　 　２％ 

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によっております。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数 ９年～10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。）
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　　　７名

 当社監査役　　　　　３名

 当社従業員　　　 　336名

 当社子会社取締役　　８名

ストック・オプション数 普通株式　　　 410,000株

付与日 平成16年４月12日

権利確定条件

付与日（平成16年４月12日）以降、権利確定日（平

成17年６月30日）まで継続して勤務しているこ

と。 

対象勤務期間 平成16年４月12日～平成17年６月30日 

権利行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 263,500

権利確定 －

権利行使 6,000

失効 257,500

未行使残 －

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 450

行使時平均株価　　　　　（円） 448.50

公正な評価単価（付与日）（円） －
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

  該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

 65/104



（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金 36,299千円

減損損失 175,414千円

土地 224,566千円

ソフトウェア 6,801千円

役員退職慰労引当金 49,419千円

未払賞与（賞与引当金） 8,644千円

退職給付引当金 141,867千円

長期貸付金　 18,533千円　

投資有価証券評価損 251,466千円

繰越欠損金 427,001千円

その他 32,206千円

繰延税金負債（流動）との相殺　 △9,004千円　

繰延税金負債（固定）との相殺 △111,055千円

繰延税金資産小計 1,252,160千円

評価性引当額 △1,109,735千円

繰延税金資産合計 142,424千円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,418,150千円

未収還付事業税 △9,004千円

その他 △55,441千円

繰延税金資産（流動）との相殺　 9,004千円　

繰延税金資産（固定）との相殺 111,055千円

繰延税金負債合計 △1,362,536千円

繰延税金負債の純額 △1,220,111千円

  

流動資産－繰延税金資産 139,544千円

固定資産－繰延税金資産 2,879千円

固定資産－再評価に係る繰延税金資

産  
819,160千円

固定負債－繰延税金負債 1,362,536千円

繰延税金資産  

貸倒引当金 60,633千円

減損損失 196,972千円

土地 109,437千円

ソフトウェア 6,801千円

役員退職慰労引当金 19,221千円

未払賞与（賞与引当金） 75,859千円

退職給付引当金 178,803千円

長期貸付金　 18,533千円　

投資有価証券評価損 237,160千円

繰越欠損金 154,918千円

その他 39,542千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △112,484千円

繰延税金資産小計 985,399千円

評価性引当額 △886,781千円

繰延税金資産合計 98,618千円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,409,758千円

その他有価証券評価差額金　 △4,988千円

その他 △55,490千円

繰延税金資産（固定）との相殺 112,484千円

繰延税金負債合計 △1,357,753千円

繰延税金負債の純額 △1,259,134千円

  

流動資産－繰延税金資産 95,521千円

固定資産－繰延税金資産 3,096千円

固定資産－再評価に係る繰延税金資

産  
831,913千円

流動負債－繰延税金負債　 71千円

固定負債－繰延税金負債 1,357,681千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省

略しております。　

 （％）

法定実効税率 40.0

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3

住民税均等割 8.8

評価性引当額の増減　 △24.7

再評価に係る繰延税金負債の取崩額　 △5.3

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.3
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（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 

(1)　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用の土地、事務所を有しております。平成

22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は33,246千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費

用は営業外費用に計上）、減損損失は28,904千円（特別損失に計上）であります。

(2)　賃貸等不動産の時価に関する事項 

　連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価

（千円）前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

　876,137 　△40,338 　835,799 　744,947

(注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

         ります。

     ２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減損損失28,904千円であります。　

　　 ３．当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定評価書等に基づいて算定した金額であります。　　　

（追加情報）　

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　

平成20年11月28日）を適用しております。　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

当社及び連結子会社は、医療関連用品の販売並びに医療機器の販売を主とする単一セグメントの事業を行っ

ております。当事業による売上高、営業利益及び資産の金額が連結財務諸表に表示されている売上高、営業利

益及び資産の金額の概ね100％を占めているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

当社及び連結子会社は、医療関連用品の販売並びに医療機器の販売を主とする単一セグメントの事業を行っ

ております。当事業による売上高、営業利益及び資産の金額が連結財務諸表に表示されている売上高、営業利

益及び資産の金額の概ね100％を占めているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）　

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

関連当事者との取引　

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　１　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等

西本不動

産株式会

社

大阪市

天王寺区
96,950

不動産の

賃貸及び

損害保険

代理業

被所有

直接 22.75
設備の賃借

福岡営業所

の賃借 　
16,700立替金 254

（注）１．取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　賃借価格については、近隣の取引実勢に基づいて価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

※　同社は、当社代表取締役会長兼社長西本延子及びその近親者が議決権の100％を直接所有する会社であり

　ます。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

関連当事者との取引　

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　１　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等

西本不動

産株式会

社

大阪市

天王寺区
96,950

不動産の

賃貸及び

損害保険

代理業

被所有

直接 20.80
―

保険契約の

譲渡 　
20,699未収入金 20,699

（注）１．取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　  保険契約の譲渡については、一般的取引条件と同様に決定しております。

    ※　同社は、当社取締役会長西本晴男及びその近親者が議決権の100％を直接所有する会社でありま 

        す。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額   1,215円82銭

１株当たり当期純損失(△) △121円31銭

１株当たり純資産額 1,269円31銭

１株当たり当期純利益 32円03銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

項目
前連結会計年度末
平成21年３月31日

当連結会計年度末
平成22年３月31日

純資産の部の合計額（千円） 7,175,117 7,244,514

 純資産の部の合計額から控除する金額

　（千円）
－ －

（うち少数株主持分） (－)  (－)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 7,175,117 7,244,514

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
5,901 5,707

　（注）２．１株当たり当期純利益金額又は純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり当期純利益又は純損失(△）金

額
        

当期純利益又は純損失（△）（千円） △716,127 183,328

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は純損失

(△）（千円）
△716,127 183,328

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,903 5,723
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（自己株式の取得について）　

　当社は、平成21年５月15日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係

る事項を決議いたしました。

１．取得の理由

　当社を取り巻く経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策をおこなうため　

２．取得の内容

　(1)取得する株式の種類

　　 普通株式

　(2)取得する株式の総数（上限）

　　 500,000株

　(3)取得価額の総額（上限）

　　 200百万円

　(4)取得の時期

　　 平成21年５月18日～平成22年５月17日

（自己株式の取得について）　

　当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係

る事項を決議いたしました。

１．取得の理由

　当社を取り巻く経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策をおこなうため　

２．取得の内容

　(1)取得する株式の種類

　　 普通株式

　(2)取得する株式の総数（上限）

　　 500,000株

　(3)取得価額の総額（上限）

　　 200百万円

　(4)取得の時期

　　 平成22年５月18日～平成23年５月17日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率
（％）

担保 償還期限

当社
第６回

無担保社債

平成15年

10月20日

100,000

(100,000)

　　　　 －

(－)
  年0.91無担保社債

平成21年

10月20日

当社
第10回

無担保社債　

平成19年　

８月31日　

1,000,000

    

1,000,000

    
年1.42　無担保社債　

平成24年　

８月31日　

当社
第11回

無担保社債　

平成22年　

２月10日　

         －

(－)　

300,000

(96,000)
年0.84　無担保社債　

平成25年　

２月８日　

合計 － －
1,100,000

(100,000)

1,300,000

(96,000)
－ － －

　（注）　（）内書は、１年以内償還予定の金額であります。

連結決算日後５年内の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

96,000 96,000 1,108,000 － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,500,000100,0000.92 －

１年以内返済予定の長期借入金 344,724286,1711.81 －

１年以内返済予定のリース債務 55,361 63,658 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 534,175398,0741.78
平成23年

～平成27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 183,019161,053 －
平成23年

～平成27年

その他有利子負債 － － － －

合計 2,617,2791,008,956－ －

　（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額の含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

　長期借入金 246,396 132,996 15,996 2,686

　リース債務 59,904 45,304 36,172 16,123
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（２）【その他】

  当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期　

自平成21年４月１日　

至平成21年６月30日

第２四半期　

自平成21年７月１日　

至平成21年９月30日

第３四半期　

自平成21年10月１日　

至平成21年12月31日　

第４四半期　

自平成22年１月１日　

至平成22年３月31日　

売上高（千円） 5,446,293 5,920,088 5,842,090 7,088,467

税金等調整前四半期

純利益又は四半期純

損失(△）金額（千

円）

△134,993 106,826 75,201 192,123

四半期純利益又は四

半期純損失(△）金額

（千円）

△143,038 124,102 72,620 129,643

１株当たり四半期純

利益又は四半期純損

失(△）金額（円）

△24.78 21.74 12.72 22.65
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,169,181 2,706,872

受取手形 1,358,280 1,085,936

売掛金 ※1
 4,727,543

※1
 5,859,979

商品 1,325,414 1,410,978

繰延税金資産 129,475 85,480

未収入金 － 191,217

未収還付法人税等 103,072 －

その他 183,002 92,766

貸倒引当金 △7,854 △8,215

流動資産合計 10,988,115 11,425,015

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 2,708,784

※2
 2,663,572

減価償却累計額 △1,644,524 △1,693,978

建物（純額） 1,064,259 969,593

構築物 52,300 53,900

減価償却累計額 △47,315 △48,505

構築物（純額） 4,984 5,394

機械及び装置 116,152 116,152

減価償却累計額 △102,108 △105,020

機械及び装置（純額） 14,044 11,132

車両運搬具 6,190 6,190

減価償却累計額 △6,004 △6,066

車両運搬具（純額） 185 123

工具、器具及び備品 321,971 302,768

減価償却累計額 △279,844 △265,015

工具、器具及び備品（純額） 42,126 37,753

土地 ※2, ※3
 2,198,007

※2, ※3
 2,147,773

リース資産 9,250 12,295

減価償却累計額 △616 △2,678

リース資産（純額） 8,633 9,617

有形固定資産合計 3,332,242 3,181,387

無形固定資産

商標権 2,976 3,894

ソフトウエア 270 214

リース資産 116,519 98,040

その他 21,992 21,848

無形固定資産合計 141,760 123,999
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 334,177

※2
 394,290

関係会社株式 433,880 433,880

出資金 56,936 43,670

長期貸付金 128,548 73,860

従業員長期貸付金 2,081 1,407

関係会社長期貸付金 331,000 331,000

破産更生債権等 26,169 55,210

長期前払費用 6,215 6,419

再評価に係る繰延税金資産 ※3
 819,160

※3
 831,913

その他 486,484 356,108

貸倒引当金 △238,884 △153,914

投資その他の資産合計 2,385,770 2,373,846

固定資産合計 5,859,772 5,679,233

資産合計 16,847,888 17,104,249

負債の部

流動負債

支払手形 1,202,041 1,117,894

買掛金 ※2
 2,322,192

※2
 4,124,161

短期借入金 ※2
 1,500,000

※2
 100,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 311,400

※2
 239,600

1年内償還予定の社債 100,000 96,000

リース債務 26,805 28,807

未払金 37,228 6,095

未払費用 507,215 388,351

未払法人税等 － 42,179

未払消費税等 － 28,758

前受金 12,908 31,155

預り金 17,973 15,943

前受収益 2,479 2,479

流動負債合計 6,040,246 6,221,425

固定負債

社債 1,000,000 1,204,000

長期借入金 ※2
 503,600

※2
 347,400

長期預り金 296,181 288,477

リース債務 98,348 78,850

繰延税金負債 1,301,750 1,295,739

退職給付引当金 284,869 392,613

役員退職慰労引当金 112,304 39,462

その他 55,498 20,095
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

固定負債合計 3,652,552 3,666,638

負債合計 9,692,798 9,888,063

純資産の部

株主資本

資本金 2,533,499 2,533,499

資本剰余金

資本準備金 1,704,219 1,704,219

資本剰余金合計 1,704,219 1,704,219

利益剰余金

利益準備金 170,319 170,319

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 2,099,105 2,084,892

別途積立金 2,250,000 2,250,000

繰越利益剰余金 328,803 501,764

利益剰余金合計 4,848,228 5,006,975

自己株式 △330,149 △399,989

株主資本合計 8,755,796 8,844,704

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 19,321 10,638

土地再評価差額金 ※3
 △1,620,028

※3
 △1,639,158

評価・換算差額等合計 △1,600,706 △1,628,519

純資産合計 7,155,089 7,216,185

負債純資産合計 16,847,888 17,104,249
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 22,330,402 23,873,575

売上原価

商品期首たな卸高 1,487,543 1,325,414

当期商品仕入高 17,141,171 19,078,182

合計 18,628,715 20,403,596

商品期末たな卸高 1,325,414 1,410,978

商品売上原価 17,303,301 18,992,617

売上総利益 5,027,100 4,880,957

販売費及び一般管理費

旅費及び交通費 259,330 215,833

役員報酬 89,364 76,490

給料及び手当 2,315,541 2,104,517

退職給付費用 331,720 336,201

役員退職慰労引当金繰入額 17,030 14,587

法定福利費 273,422 248,333

減価償却費 82,528 98,415

研究開発費 ※1
 72,628

※1
 34,452

貸倒引当金繰入額 22,595 43,319

その他 1,657,284 1,517,506

販売費及び一般管理費合計 5,121,446 4,689,657

営業利益又は営業損失（△） △94,346 191,300

営業外収益

受取利息 17,319 14,419

受取配当金 7,847 5,849

受取賃貸料 36,754 55,299

雑収入 43,200 22,467

営業外収益合計 105,121 98,035

営業外費用

支払利息 30,349 35,963

社債利息 17,150 14,899

たな卸資産廃棄損 11,620 －

社債発行費 － 4,524

支払手数料 32,008 12,177

雑損失 14,844 39,199

営業外費用合計 105,975 106,764

経常利益又は経常損失（△） △95,200 182,572
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 571

※2
 1,151

投資有価証券売却益 21 40,915

貸倒引当金戻入額 － 109,619

特別利益合計 592 151,686

特別損失

固定資産売却損 － ※3
 1,235

減損損失 ※5
 32,658

※5
 93,595

固定資産廃棄損 ※4
 2,096

※4
 3,966

投資有価証券評価損 6,295 －

事務所移転損失 － 11,291

関係会社株式評価損 127,471 －

特別退職金 ※6
 273,577 －

貸倒引当金繰入額 14,894 －

特別損失合計 456,994 110,088

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △551,601 224,170

法人税、住民税及び事業税 25,500 28,900

法人税等調整額 110,870 20,242

法人税等合計 136,370 49,142

当期純利益又は当期純損失（△） △687,972 175,027
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,533,499 2,533,499

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,533,499 2,533,499

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,704,219 1,704,219

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,704,219 1,704,219

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 170,319 170,319

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 170,319 170,319

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 2,113,201 2,099,105

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △14,096 △14,212

当期変動額合計 △14,096 △14,212

当期末残高 2,099,105 2,084,892

別途積立金

前期末残高 2,250,000 2,250,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,250,000 2,250,000

繰越利益剰余金

前期末残高 1,273,157 328,803

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

固定資産圧縮積立金の取崩 14,096 14,212

当期純利益又は当期純損失（△） △687,972 175,027

自己株式の処分 △904 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

当期変動額合計 △944,353 172,960

当期末残高 328,803 501,764
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 5,806,677 4,848,228

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △687,972 175,027

自己株式の処分 △904 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

当期変動額合計 △958,449 158,747

当期末残高 4,848,228 5,006,975

自己株式

前期末残高 △330,340 △330,149

当期変動額

自己株式の取得 △3,413 △69,840

自己株式の処分 3,604 －

当期変動額合計 191 △69,840

当期末残高 △330,149 △399,989

株主資本合計

前期末残高 9,714,055 8,755,796

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

当期純利益又は当期純損失（△） △687,972 175,027

自己株式の取得 △3,413 △69,840

自己株式の処分 2,700 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

当期変動額合計 △958,258 88,907

当期末残高 8,755,796 8,844,704

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 99,402 19,321

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△80,080 △8,682

当期変動額合計 △80,080 △8,682

当期末残高 19,321 10,638

土地再評価差額金

前期末残高 △1,801,043 △1,620,028

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

181,014 △19,129

当期変動額合計 181,014 △19,129

当期末残高 △1,620,028 △1,639,158
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,701,641 △1,600,706

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

100,934 △27,812

当期変動額合計 100,934 △27,812

当期末残高 △1,600,706 △1,628,519

純資産合計

前期末残高 8,012,414 7,155,089

当期変動額

剰余金の配当 △88,558 △35,408

当期純利益又は当期純損失（△） △687,972 175,027

自己株式の取得 △3,413 △69,840

自己株式の処分 2,700 －

土地再評価差額金の取崩 △181,014 19,129

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 100,934 △27,812

当期変動額合計 △857,324 61,095

当期末残高 7,155,089 7,216,185
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【重要な会計方針】

項目
第53期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価

方法

(1）満期保有目的債券

　　償却原価法　

(1）満期保有目的債券

　　　　　　　  同左　

 (2）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法　

(2）子会社株式及び関連会社株式　

同左　

 (3）その他有価証券

①　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております）

(3）その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評

価方法

先入先出法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）　

　　　　　　　  同左　

３　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産(リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、

定額法によっております。また、工

具、器具及び備品のうち、レンタル事

業にかかる賃貸用資産については使

用可能期間を見積り、この期間で均

等償却しております。なお、主な耐用

年数は、建物及び構築物が10～50年、

機械装置及び備品が４～10年であり

ます。

(1）有形固定資産(リース資産を除く）

　　　　　　　　同左　

 　（追加情報）

当社の機械装置については、従来、耐

用年数を４～15年としておりました

が、当事業年度より４～10年に変更

しております。

これは、平成20年度の税制改正を契

機に耐用年数を見直したことによる

ものであり、これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

──────

 (2）無形固定資産(リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しておりま

す。

(2）無形固定資産(リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(3）リース資産　

　　　　　  同左
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項目
第53期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (4）長期前払費用

均等償却をしております。

(4）長期前払費用

同左

４　繰延資産の処理方法 ──────

　

　　社債発行費

　　支出時に全額費用として処理する　

方法を採用しております。

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理することとしており

ます。

数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

(2）退職給付引当金

同左

 (3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

６　その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

  

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

同左
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【会計処理の変更】

第53期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）　

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、通常の販売目的で保有するたな卸資産につい

ては、主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。　

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　

──────

（リース取引に関する会計基準）

　当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、リース取引開始日が

適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を引き続き採用しております。　

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　　　

──────

──────

　　　

（「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）の適

用）

　当事業年度より「「退職給付に係る会計基準」の一部改

正（その３）」（企業会計基準第19号　平成20年7月31日）

を適用しております。なお、これによる損益に与える影響は

ありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差

額はありません。　
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【表示方法の変更】

第53期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

  （貸借対照表）

(1)　前期まで区分掲記しておりました流動資産の「前払費

用」は、当事業年度から、資産の総額の100分の１以下の

ため「その他」に含めて表示しております。なお、当事業

年度の「その他」に含まれている「前払費用」の金額は

53,420千円であります。

  （貸借対照表）

(1)　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は当事業年度において、資産の総額

の100分の1を超えたため区分表示しております。なお、前

期末において流動資産の「その他」に含めております

「未収入金」の金額は118,110千円であります。　　　　　　　　

(2)　前期まで区分掲記しておりました無形固定資産の「電

話加入権」は、当事業年度から、資産の総額の100分の１

以下のため無形固定資産の「その他」に含めて表示して

おります。なお、当事業年度の「その他」に含まれている

「電話加入権」の金額は21,992千円であります。 

──────

（損益計算書）　

(1） 前期まで区分掲記しておりました販売費及び一般管理

費の「福利厚生費」は、当事業年度から、販売費及び一般

管理費の総額の100分の５以下のため販売費及び一般管

理費の「その他」に含めて表示しております。なお、当事

業年度の「その他」に含まれている「福利厚生費」の金

額は106,399千円であります。

（損益計算書）　

(1） 前期まで区分掲記しておりました営業外費用の「たな

卸資産廃棄損」は、当事業年度から、営業外費用の総額の

100分の10以下のため営業外費用の「雑損失」に含めて

表示しております。なお、当事業年度の「雑損失」に含ま

れている「たな卸資産廃棄損」の金額は7,672千円であ

ります。

(2） 前期まで区分掲記しておりました販売費及び一般管理

費の「地代家賃」は、当事業年度から、販売費及び一般管

理費の総額の100分の５以下のため販売費及び一般管理

費の「その他」に含めて表示しております。なお、当事業

年度の「その他」に含まれている「地代家賃」の金額は

117,605千円であります。　

──────

　

(3） 前期まで区分掲記しておりました販売費及び一般管理

費の「リース料」は、当事業年度から、販売費及び一般管

理費の総額の100分の５以下のため販売費及び一般管理

費の「その他」に含めて表示しております。なお、当事業

年度の「その他」に含まれている「リース料」の金額は

159,898千円であります。　

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

第53期
（平成21年３月31日）

第54期
（平成22年３月31日）

※１　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する債権債務は次のとおりであります。

※１　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する債権債務は次のとおりであります。

売掛金 385,704千円 売掛金 250,065千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

土地 1,191,468千円

建物 656,876千円

投資有価証券 100,731千円

計 1,949,075千円

土地 1,167,919千円

建物 593,540千円

投資有価証券 78,083千円

計 1,839,543千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

買掛金 800,000千円

短期借入金 1,200,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
171,400千円

長期借入金 133,600千円

計 2,305,000千円

買掛金 800,000千円

短期借入金 100,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
99,600千円

長期借入金 117,400千円

計 1,117,000千円

※３　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布

法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産

の部に計上し、これを加算した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る、地価税法第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。

再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

※３　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布

法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産

の部に計上し、これを加算した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る、地価税法第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。

再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額

△165,190千円

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額

△253,372千円
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（損益計算書関係）

第53期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

72,628千円であります。

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

34,452千円であります。

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。　 ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。　

工具器具及び備品 571千円 工具、器具及び備品 1,151千円

────── ※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。　

　 　 土地 1,235千円

※４　固定資産廃棄損の内容は次のとおりであります。 ※４　固定資産廃棄損の内容は次のとおりであります。

建物 1,223千円

工具器具備品 873千円

計 2,096千円

建物 2,839千円

工具、器具及び備品 1,126千円

計 3,966千円

※５　減損損失の内容は次のとおりであります。　 ※５　減損損失の内容は次のとおりであります。　

用途 種類 場所 金額 

遊休

資産 

土地　建

物 
 大阪市中央区 8,114千円

遊休

資産　

土地　建

物　
 香川県高松市　 2,993千円

遊休

資産　

土地　建

物　
 島根県松江市　 21,550千円

   合計 32,658千円 

用途 種類 場所 金額 

事業用

資産 

土地　建

物 
 広島市西区 64,691千円

遊休

資産　

土地　建

物　
 大阪市中央区他　 28,904千円

   合計 93,595千円 

（経緯)

当事業年度に新たに遊休化いたしましたトミヅルビル、

高松営業所及び山陰営業所につきまして、減損の兆候あ

りとし、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失としております。 

（経緯)

グルーピングの単位である営業所のうち、上記の事業用

資産につきましては市場環境の悪化による減損の兆候

がありましたため、また、遊休資産につきましては地価

の下落に伴い、減損の兆候がありましたため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

ております。

（減損損失の金額） （減損損失の金額）

土地 16,056千円

建物 16,602千円

土地 47,498千円

建物 46,096千円

（グルーピングの方法）

各営業所を基本とし、遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしております。

（グルーピングの方法）

各営業所を基本とし、遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしております。

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は正味売却価額を使用しております。正味

売却価額は、路線価等に基づき算定しております。　

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は使用価値または正味売却価額を使用し

ております。使用価値については、将来キャッシュ・フ

ローを2.4%で割り引いて算定し、正味売却価額について

は、路線価等に基づき算定しております。　

※６　特別退職金　

　希望退職者への特別退職金及び再就職支援に係る費用

であります。 

　　　　　　　　　　　──────

　

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

 86/104



（株主資本等変動計算書関係）

第53期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 549,811 8,427 6,000 552,238

合計 549,811 8,427 6,000 552,238

　（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加8,427株のうち、8,300株は取締役会決議による自己株式の取得による増加

であり、127株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少6,000株は、ストック・オプション制度の権利行使による売渡しによる減

少であります。

第54期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 552,238 194,000 － 746,238

合計 552,238 194,000 － 746,238

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加194,000株は取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。
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（リース取引関係）

第53期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１. ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)  リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、社内システムにおけるコンピュータ端

末機（「工具、器具及び備品」）であります。　

１. ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)  リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、社内システムにおけるコンピュータ端

末機（「工具、器具及び備品」）であります。　

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。　　

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。　　

(2)　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針

「３．固定資産の減価償却の方法　（３）リース資

産」に記載のとおりであります。　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。  　　

(2)　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針

「３．固定資産の減価償却の方法　（３）リース資

産」に記載のとおりであります。　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。  　　

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 182,556102,32980,226

ソフトウェア 37,49621,92415,571

合計 220,052124,25495,797

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具、器具及び備品 152,471103,10649,364

ソフトウェア 29,49220,9508,541

合計 181,963124,05657,906

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。　

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。　

②　未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 37,891千円

１年超 58,886千円

合計 96,778千円

１年内 28,511千円

１年超 29,394千円

合計 57,906千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。　

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 42,863千円

減価償却費相当額 42,863千円

支払リース料 37,891千円

減価償却費相当額 37,891千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。　

　

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

 88/104



第53期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

２.　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

２.　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 2,810千円

１年超 702千円

合計 3,513千円　

１年内 702千円

１年超 －千円

合計 702千円　

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（有価証券関係）

第53期
（平成21年３月31日）

第54期
（平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会

社株式433,880千円）は、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりま

せん。
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（税効果会計関係）

第53期
（平成21年３月31日）

第54期
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金 36,299千円

役員退職慰労引当金 44,921千円

投資有価証券評価損 251,466千円

退職給付引当金 113,947千円

長期貸付金 18,533千円

繰越欠損金　 241,096千円　

ソフトウェア 6,801千円

減損損失 119,196千円

土地 224,565千円

その他 19,676千円

繰延税金負債（流動）との相殺 △119,849千円

繰延税金資産小計 956,657千円

評価性引当額 △827,181千円

繰延税金資産合計 129,475千円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,399,403千円

未収還付事業税 △9,004千円

その他 △13,192千円

繰延税金資産（流動）との相殺 119,849千円

繰延税金負債合計 △1,301,750千円

繰延税金負債の純額 △1,172,275千円

  

再評価に係る繰延税金資産 819,160千円

繰延税金資産  

未払賞与　 71,339千円

貸倒引当金 60,633千円

役員退職慰労引当金 15,785千円

投資有価証券評価損 237,160千円

退職給付引当金 157,045千円

長期貸付金 18,533千円

ソフトウェア 6,801千円

減損損失 139,558千円

土地 109,437千円

その他 29,532千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △112,369千円

繰延税金資産小計 733,456千円

評価性引当額 △647,976千円

繰延税金資産合計 85,480千円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,389,928千円

その他有価証券評価差額金　 △4,988千円

その他 △13,192千円

繰延税金資産（固定）との相殺 112,369千円

繰延税金負債合計 △1,295,739千円

繰延税金負債の純額 △1,210,259千円

  

再評価に係る繰延税金資産 831,913千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため注記を省略して

おります。

 （％）

法定実効税率 40.0

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項

目
4.3

受取配当金等永久に益金に参入されな

い項目　
△0.3

評価性引当額の増減　 △24.6

住民税均等割等 9.0

再評価に係る繰延税金負債の取崩額　 △5.7

その他 △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.9
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（１株当たり情報）

第53期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,212円43銭

１株当たり当期純利益 △116円54銭

１株当たり純資産額 1,264円34銭

１株当たり当期純利益 30円58銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
第53期

 平成21年３月31日
第54期

 平成22年３月31日

純資産の部の合計額（千円） 7,155,089 7,216,185

 純資産の部の合計額から控除する金額

　（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 7,155,089 7,216,185

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
5,901 5,707

　　　 ２．１株当たり当期純利益又は純損失(△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
第53期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第54期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり当期純利益又は純損失(△）金

額
        

当期純利益又は純損失(△）（千円） △687,972 175,027

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は純損失

(△）（千円）
△687,972 175,027

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,903 5,723
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（自己株式の取得について）　

　当社は、平成21年５月15日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係

る事項を決議いたしました。

１．取得の理由

　当社を取り巻く経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策をおこなうため　

２．取得の内容

　(1)取得する株式の種類

　　 普通株式

　(2)取得する株式の総数（上限）

　　 500,000株

　(3)取得価額の総額（上限）

　　 200百万円

　(4)取得の時期

　　 平成21年５月18日～平成22年５月17日

（自己株式の取得について）　

　当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係

る事項を決議いたしました。

１．取得の理由

　当社を取り巻く経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策をおこなうため　

２．取得の内容

　(1)取得する株式の種類

　　 普通株式

　(2)取得する株式の総数（上限）

　　 500,000株

　(3)取得価額の総額（上限）

　　 200百万円

　(4)取得の時期

　　 平成22年５月18日～平成23年５月17日
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券 　 　

  その他有価証券 　 　

モリト株式会社 68,000 42,500

株式会社たけびし 120,000 41,760

株式会社りそなホールディングス 27,275 32,239

エスペック株式会社 39,000 31,083

株式会社岡村製作所 33,420 19,952

フジコピアン株式会社 150,000 14,100

ピー・エス・ピー株式会社 100 5,000

三洋電機株式会社 30,000 4,500

株式会社日立メディコ 1,500 1,197

ザ・パック株式会社 100 140

その他（３銘柄） 587,629 0

計 1,057,024 192,471

【債券】

銘柄 券面総額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券　 　 　

　満期保有目的の債券 　 　

ユーロ円建期限付劣後債(三井住友銀

行）
100,000 100,753

株式会社三井住友銀行 第21回期限前

償還条項付無担保社債
100,000 101,064

計 200,000 201,818
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産                             

建物 2,708,7845,217
50,429　

(46,096)
2,663,5721,693,97850,947 969,593

構築物 52,300 1,600 － 53,900 48,505 1,190 5,394

機械及び装置 116,152 － － 116,152105,020 2,912 11,132

車両運搬具 6,190 － － 6,190 6,066 61 123

工具、器具及び備品 321,971 19,046 38,249 302,768265,015 21,875 37,753

土地 2,198,007 －
50,234

(47,498)
2,147,773 － － 2,147,773

リース資産（有形）　 9,250 3,045 － 12,295 2,678 2,061 9,617

有形固定資産計 5,412,65628,909
138,914

(93,595)
5,302,6522,121,26479,0493,181,387

無形固定資産                             

商標権 4,011 1,465 － 5,477 1,582 547 3,894

ソフトウェア 151,811 － － 151,811151,596 56 214

リース資産（無形）　 124,776 7,472 － 132,248 34,207 25,951 98,040

その他 21,992 － 144 21,848 － － 21,848

無形固定資産計 302,591 8,938 144 311,386187,386 26,555 123,999

長期前払費用 23,692 4,324 2,240 25,776 19,357 1,879 6,419

繰延資産 － － － － － － －

 　　繰延資産計 － － － － － － －

　（注）「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 246,738 55,147 19,615 120,140 162,129

役員退職慰労引当金 112,304 14,587 87,429 － 39,462

　（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び、個別引当債権の回収可能性を

見直したことによる戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

Ⅰ　流動資産

(a）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 6,107

預金の種類     

当座預金 1,838,420

普通預金 54,439

定期預金 800,000

別段預金 7,905

計 2,700,764

合計 2,706,872

(b）受取手形

(イ）受取先別内訳

相手先 金額（千円）

中央医科薬品株式会社 122,607

株式会社トーショー 120,401

株式会社ムトウ 58,189

株式会社リィツメディカル 37,140

アイティーアイ株式会社 27,867

その他 719,729

計 1,085,936

(ロ）期日別内訳

期日
平成22年４月
（千円）

５月
（千円）

６月
（千円）

７月
（千円）

８月
（千円）

９月以降
（千円）

計
（千円）

　
　

金額 402,842353,441290,46630,261 8,925 － 1,085,936 　
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(c）売掛金

(イ）売上先別内訳

相手先 金額（千円）

国立大学法人千葉大学 629,325

国立大学法人鳥取大学 372,347

ユニオン・メデイカル株式会社 250,429

国立大学法人東京工業大学 224,595

株式会社日立メディコ 175,558

その他 4,207,724

計 5,859,979

(ロ）売掛金の回収状況及び滞留期間

前期繰越高
(A)

当期発生高
(B)

当期回収高
(C)

次期繰越高
(D)

回収率（％） 滞留期間（日）

（千円） （千円） （千円） （千円）
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

4,727,54325,062,10923,929,6735,859,979 80 77

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

(d）商品

商品別 金額（千円）

医療システム関連商品 372,363

ヘルスケア関連商品 828,792

その他 209,822

計 1,410,978
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Ⅱ　流動負債

(a）支払手形

(イ）支払先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社イキ 142,248

三洋電機株式会社 128,752

新生紙パルプ商事株式会社 60,296

小西医療器株式会社 58,963

伏見製薬株式会社 45,788

その他 681,844

計 1,117,894

(ロ）期日別内訳

期日
平成22年４月
（千円）

５月
（千円）

６月
（千円）

７月
（千円）

８月以降
（千円）

計
（千円）

　
　

金額 349,741284,100359,325120,770 3,9551,117,894 　

(b）買掛金

相手先 金額（千円）

ケアストリームヘルス株式会社 900,387

ＧＥヘルスケア・ジャパン株式会社 637,715

東芝メディカルシステムズ株式会社 375,611

株式会社フィリップエレクトロニクスジャパン 181,693

株式会社エルクエスト 148,350

その他 1,880,402

計 4,124,161

Ⅲ　固定負債

(a）社債

　　社債は、1,204,000千円であり、その内容につきましては「１ 連結財務諸表等（1）連結財務諸表 ⑤連結附

　属明細表　社債明細表」に記載しております。

(b）繰延税金負債

　繰延税金負債は、1,295,739千円であり、その内容につきましては「２ 財務諸表等 (1）財務諸表　注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 ──────　

買取手数料

以下の算出により１単元あたりの金額を算定し、これを買取った単元未満

株式の数で按分した金額

(算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。）

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円と

する。

公告掲載方法

電子公告によりおこなう。ただし、電子公告を行うことができない事故その

他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。

　公告掲載URL　

　http://www.elkc.co.jp/ir/index.html

株主に対する特典

500株以上保有株主に対し一律500円分のクオカード　

1,000株以上保有株主に対し一律1,000円分のクオカードとカレンダー

※1,000株以上を３年以上継続して保有の場合、1,500円相当のクオカード

※100株以上を３年以上継続して保有の場合、カレンダー　

　　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外

の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はありません

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書　

事業年度 （第53期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月24日近畿財務局長に提出　

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月24日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第54期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月11日近畿財務局長に提出　

（第54期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日近畿財務局長に提出　

（第54期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月15日近畿財務局長に提出　

(4）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書　

平成21年11月６日近畿財務局長に提出

事業年度（第53期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及び確

認書であります。　

(5）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成21年11月６日近畿財務局長に提出

（第54期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び確

認書であります。

平成21年11月16日近畿財務局長に提出

（第54期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び確

認書であります。

(6）自己株券買付状況報告書　

報告期間（自平成21年６月１日　至平成21年６月30日）平成21年７月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成21年７月１日　至平成21年７月31日）平成21年８月３日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成21年８月１日　至平成21年８月31日）平成21年９月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成21年９月１日　至平成21年９月30日）平成21年10月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成21年10月１日　至平成21年10月31日）平成21年11月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成21年11月１日　至平成21年11月30日）平成21年12月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成21年12月１日　至平成21年12月31日）平成22年１月５日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年１月１日　至平成22年１月31日）平成22年２月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年２月１日　至平成22年２月28日）平成22年３月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年３月１日　至平成22年３月31日）平成22年４月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年４月１日　至平成22年４月30日）平成22年５月６日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年５月１日　至平成22年５月31日）平成22年６月１日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年11月６日

株式会社エルクコーポレーション  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　津　景　豊　　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エルクコーポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社エルクコーポレーション及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第1項の規定に基づ

き連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エルクコーポレーショ

ンの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部

統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す

ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可

能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、株式会社エルクコーポレーションが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

　　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月24日

株式会社エルクコーポレーション  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　津　景　豊　　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エルクコーポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。　

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社エルクコーポレーション及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エルクコーポレーショ

ンの平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部

統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す

ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可

能性がある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、株式会社エルクコーポレーションが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

　　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年11月６日

株式会社エルクコーポレーション  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　津　景　豊　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エルクコーポレーションの平成20年４月1日から平成21年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エ

ルクコーポレーションの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第1項の規定に基づ

き財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査を行った。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

　　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社エルクコーポレーション(E02700)

有価証券報告書

103/104



独立監査人の監査報告書

 平成22年６月24日

株式会社エルクコーポレーション  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　津　景　豊　　　印

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エルクコーポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エ

ルクコーポレーションの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

　　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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